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序文
　『The Spirit Level』（邦題『平等社会』東洋経済新報社）は、不平
等に関する議論を根本から変えました。この本が引き起こした15年間
の議論を振り返ると、3つの重要な点が際立ちます。

　第一に、この本は保守派の間で広まっていた「不平等は良いものであ
り、経済成長に必要不可欠な活力を生む」との考えを打ち砕きまし
た。『The Spirit Level』は、不平等が経済成長の妙薬ではなく、進歩
を阻害する毒である理由を明確に示しました。

　この本が出版された頃、IMFやOECDは、不平等な社会は平等な国々
よりも成長が遅いことを発見していました。また、オバマ政権はマイ
ルズ・コーラックの研究を広め、「グレート・ギャツビー曲線」として
知られる分析を通じて、不平等が蔓延する国では社会的流動性が崩壊す
ることを示しました。

　第二に、『The Spirit Level』は不平等の影響を解明しました。不平
等に関する議論をより洗練された分析へと導いたのです。身体的およ
び精神的健康、薬物乱用、教育、投獄、肥満、社会的流動性、信頼や地
域社会生活、暴力、10代の妊娠、子どもの福祉に至るまで、多岐にわ
たる問題に新たな明瞭さをもたらしました。そして、不平等に対処する
には政府全体の取り組みが必要であることが明らかになりました。

　第三に、『The Spirit Level』は進歩的な政治の伝統を再び活気づけ
ました。レヴェラーズやジョン・ラスキン、1945年の労働党マニフェ
ストに見られるように、関係性を定義するのは「正義と優しさ」であ
り、「冷酷な搾取」ではないという考えです。カンタベリー大主教が私
に言った言葉は忘れられません。「私たちは互いとの関係の中で生き生
きとする」。関係が不平等であれば、私たちは皆苦しみ、不幸な関係は
不幸な社会を生み、出自によって人生の可能性が決まるカースト社会に
陥るリスクが高まります。

　リチャード・ウィルキンソンとケイト・ピケットの最新の分析は、不
平等の影響が現在も変わらず強力であることを示しています。彼ら
は、ダウニング街が緊縮財政の危険性を無視し続ける中、まるで予言者
カサンドラのように感じていたに違いありません。一方で、豪華な邸宅
やスーパーヨット、プライベートジェットの売上は史上最高に達し、
フードバンクは食料不足に陥りました。

　英国には今、『The Spirit Level』の理想を、長年の緊縮財政に代わ
る新たな政策に転換する希望があります。この可能性の瞬間を逃して
はなりません。法律、予算、政策、プログラム、サービスを見直すべき
です。新政府には、公正で幸福な、平等な国を築くための新たな使命が
あります。政治的勝利を行動に移し、『The Spirit Level』の哲学と緊
急性を、政府のあらゆる部門の毎日に浸透させなければなりません。だ
からこそ、15年経った今でも、『The Spirit Level』は必読書であり続
けるのです。
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　消費主義は持続可能性に対する大きな脅威ですが、社会的不平等を
減少させることで、地位競争を緩和し、個人の富への欲求を抑えることが
できます。所得不平等の拡大は、炭素排出量を増加させ、リサイクル率を
低下させ、有害な大気汚染を悪化させ、経済成長より環境保護を優先
する政治的意欲を低下させます。

　最終的に、私たちは地球を守り、すべての人々の福祉を保障しなければ
なりません。そのためには、不平等を大幅に削減し、経済目標を根本的に
見直して、大幅な脱炭素化を達成し、気候危機に立ち向かう必要があり
ます。

炭素排出の不平等︓超富裕層による炭素集約的な投資と消費行
動（プライベートジェット、ヨット、大規模な住宅など）は、
炭素排出に大きく寄与しています。平等な国では、富裕層によ
る炭素排出はエコロジカル・フットプリント全体に占める割合
が小さくなります。

リサイクル︓不平等が拡大すると、地位競争や階級不安が激化
し、過剰消費や使い捨て文化が助長されます。これにより社会
的結束や公共責任が低下し、リサイクル活動が損なわれます。
平等な国では、不平等が大きい国に比べて、廃棄物のリサイク
ル率が高い傾向にあります。

大気汚染︓ 所得不平等は、有害なPM2.5粒子への曝露を悪化さ
せます。貧困層は、全体としては少ない排出量しか生み出して
いないにもかかわらず、より高いレベルの汚染にさらされてい
ます。大気汚染には安全な閾値は存在せず、どのレベルでも悪
影響が懸念されます。所得格差が大きい国では、大気汚染が深
刻化する傾向があります。

サマリー
　2009年、『The Spirit Level』は経済的不平等が社会にもたらす
腐食的な影響について警鐘を鳴らしました。不平等と、投獄率の上昇
や精神的健康問題、社会内の信頼の低下といった数多くの社会的弊
害との関連を包括的に分析したのです。この本は、不平等を減らし社
会の分断を癒すことを目的とした「The Equality Trust」の設立につ
ながりました。それから15年経った今、『The Spirit Level』の警告は
さらに現実味を帯びています。私たちの新たな報告書は、無策を正当
化する誤った物語を拒否し、体系的な不平等に勇敢に立ち向かうため
の呼びかけです。

　大きな所得格差は階級の違いを拡大し、より強力なものにします。これ
らの違いは強力な社会的ストレス要因となり、一部の人々が他の人々よ
り優れており、価値があると思い込ませます。その結果、優越感や劣等感
が生まれ、他者を汚名化します。それに伴い、協力より競争を重んじる文
化が広がり、多くの分野で社会的機能不全を引き起こします。さらに、超
富裕層の驕りは世界を破壊しています。世界で最も裕福な1％が排出
する温室効果ガスは、最も貧しい66％の排出量を合計したものと同等
です。彼らの大きすぎる環境負荷を縮小することは、気候危機を制御す
るために不可欠であると認識されなければなりません。

1.不平等は気候危機の中心課題である
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　偏った公的政策や欠陥のある経済システムは、少数の富裕層の利
益を優先し、人々や地球の福祉を犠牲にしています。『The Spirit 
Level』の分析のアップデートは、不平等が環境、健康、社会における
危機の根底にあることを強調しています。健康・社会・環境問題の新し
い指数を所得不平等と照らし合わせることで、その関連性が明確に示
されています。

図 ES1: 国の健康、社会、環境問題の水準は、不平等と
有意かつ強く関連している。
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環境保護と経済成長の優先順位︓従来のGDP指標は、所得不平
等や環境悪化を考慮していないため、経済的福祉を測る代替指
標が求められています。公正な移行を達成するには、経済指標
やモデルに加え、環境問題に対する世論を理解することが重要
です。所得不平等が大きいと、政治的結束が損なわれ、環境保
護の取り組みを支持する意欲が低下します。

図 ES2︓環境問題は、不平等と有意かつ強く関連して
いる。
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　所得と富の不平等が拡大するにつれ、地位不安やポピュリズ
ムが増大し、社会的結束が崩壊します。不平等は社会的距離
を広げるだけでなく、相対的剥奪感や、他者からどう見られて
いるかという不安を助長します。

　その結果、協力よりも競争を重視する文化が生まれ、経済的
に恵まれない人々の間で不安感や劣等感が高まります。こう
した孤立感や慢性的なストレスは暴力を引き起こし、精神疾患
への脆弱性を高めます。富と所得の不平等は、人種やジェン
ダーに関連する不平等も悪化させ、すでに社会的に疎外されて
いる人々に対する差別や排除を強め、彼らの脆弱性を強めま
す。所得不平等は、社会的結束と福祉の中心に位置していま
す。不平等が悪化すると、信頼、民主主義、人種的不平等、
ジェンダー不平等、殺人率、投獄率、精神疾患に対するスティ
グマ、機会の平等が悪化します。

信頼︓所得格差が大きいと、「他者化」の意識が広がり、異な
る社会経済的背景を持つ人々への信頼が難しくなり、日常の
交流の質が低下します。不平等な国では、信頼レベルが低く、
公的機関やガバナンスの効果が低下します。これにより、資源
を巡る争い、政策への支持の減少、法執行機関への依存の増加
が引き起こされます。

民主主義︓経済的不平等が大きいと、政治的権力が不均等に分
配されます。民主主義の健全性を守るための大きな課題は、
大企業や富裕層エリートの影響力を抑制することです。彼らは
増大する富を利用し、税負担の増加や自らの経済的優位を減少
させるような民主的改革に反対することが多いです。所得不平
等が少ない国ほど、民主的ガバナンスの水準が高い傾向にあり
ます。

2.不平等は社会的結束を蝕む
人種的不平等︓少数民族が直面する格差は、構造的、人種的、
個人的な3つの根深く相互に関連した形態の人種差別によって
引き起こされます。人種的に抑圧、搾取、投獄される人々の状
況は、奴隷制、植民地主義、人種資本主義といった暴力的な歴
史と密接に結びついており、現代の経済構造に再生産されてい
ます。所得不平等が拡大するほど、人種的平等は損なわれま
す。

ジェンダー不平等︓経済的不平等の構造的原因に対処しない限
り、女性の経済的エンパワーメントの恩恵を受けるのは、主に
すでに経済の頂点にいる富裕層の男性です。所得不平等が高い
国ほど、ジェンダー不平等も高くなる傾向にあります。

殺人率︓所得不平等が大きいと、社会的比較や劣等感、不十分
さへの恐れが引き金となり、「恥の流行」が発生しやすくなり
ます。平等な国ほど、殺人率が低い傾向にあります。

投獄︓投獄率は前例のない水準に達しています。より不平等な
社会では、投獄と不平等の関係は犯罪率の高さではなく、厳し
い判決によって定義されます。高い不平等は、高い投獄率につ
ながります。

精神疾患に対するスティグマ︓不平等は社会的地位をより重要
にし、地位不安を増大させます。精神疾患は「信用を失墜させ
る」特徴と見なされ、劣った地位の象徴と見なされます。その
ため、人々は軽蔑されると見なされる人々から距離を置く傾向
が強まります。所得不平等が大きいほど、精神疾患のある人と
話すことに抵抗を感じる人が多くなります

機会の不平等︓不平等は出生時から始まり、生まれた環境がそ
の後の人生の機会に大きく影響します。不平等が拡大すると、
所得分布が固定化され、経済的上昇の機会に対する認知が低下
します。

図 ES3︓信頼の欠如は、所得格差と有意かつ強く関連
している。

米国

イスラエル

英国

ギリシャ

ニュージーランド

カナダ

フランス

オーストリア
オランダ

ベルギー

デンマーク
ノルウェー

ポルトガル

スペイン

イタリア
アイルランド

スウェーデン

フィンランド

スイス

ドイツ

日本

オーストラリア

80

60

40

20

0
小さい 所得格差

ほ
と
ん
ど
の
人
は
信
頼
で
き
る
（
%
）

大きい

5



3.不平等は子どもや若者の可能性を損なう
図 ES4︓国の子どもの福祉水準は、所得格差と有意か
つ強く関連している。

　今日の若者の大多数にとって、世界の富の非常に多くの部分が
高所得層に集中することを許容してきた政策は、困難な現在と不
安に満ちた未来をもたらしています。

　若年人口は史上最大ですが、今日の若者たちは、社会的、経済
的、政治的不平等による壊れた社会契約の犠牲者となり、親世代
が享受していた生活水準に達することができず、最大限の可能性
を実現する機会を奪われています。不平等は子どもや若者の可能
性を損ない、子どもの福祉、教育の不達成、教育格差、10代の
出産、若者への支出の均等性、社会的流動性に影響を与えていま
す。

子どもの福祉︓高所得国では、相対的な社会経済的地位が絶対的
な所得よりも子どもの福祉に大きな影響を与えます。その結果、
健康、教育、社会的排除、さらに情緒的および物質的な環境にお
いて、顕著な不平等が生じます。不平等が高い国では、子どもの
福祉が低くなります。

教育の不達成︓ 学業成績は家庭の所得によって大きく予測され
ます。不平等が高い国では、15歳の時点で基本的な読解力や数
学的スキルを持たない若者の割合が高くなります。

教育格差︓教育制度は経済的不平等を緩和するどころか、それを
反映して、教育格差は将来の所得格差に繋がっています。不平等
が高い国では、最も恵まれた学生と最も恵まれない学生の間で、
数学や読解の成績における恒常的な教育達成格差が生じます。

10代の出産率︓10代の出産は、多くの場合、有意義な選択肢や
主体性の欠如によって引き起こされます。不平等が高い国で
は、10代の出産率が高い傾向にあります。しかし、10代の出産
を社会的害悪とみなす視点は、経済格差に根ざしたより大きな社
会的システム問題の症状としてではなく、個人の責任に問題を帰
する物語を強化しています。
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幼少期への支出の均等性︓ 不平等の格差が拡大するにつれ、機
会を増やし、生涯にわたる福祉の軌跡を支える可能性が最も高
い分野への公的支出が減少します。所得格差が小さい国では、
特に幼少期における適切な投資が行われ、最も大きな利益をも
たらす傾向があります。

社会的流動性︓ 努力が経済的成功の基盤であるというメリトク
ラシーの考え方は神話に過ぎません。現代の若者は、非常に裕
福な家庭に生まれない限り、過去の世代ほどの機会を得られて
いません。親の社会経済的地位は、自身の成人後の社会的およ
び経済的成果と密接に関連しています。この「不利の伝達」は
貧困によって悪化し、最も貧しい人々や社会的に疎外された
人々を底辺に追いやり、その状態を固定化します。所得格差が
高い国では、経済的な優位性または不利の世代間の継承がより
顕著であり、社会的流動性が低下します。
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4.不平等は人々の健康と福祉を左右する要因である
　健康の不平等は、人々が生まれ、成長し、生活し、働き、
老いる中で経験する社会的条件や、権力、富、資源の不平
等、すなわち健康の社会的決定要因に起因します。所得格差
の拡大は、乳児死亡率、平均寿命、COVID-19による過剰死
亡、生活満足度、薬物使用、糖尿病、喘息、肥満、精神疾患
の有病率を悪化させています。

乳児死亡率︓過去40年間で医療の進歩により乳児死亡率は全
体的に減少しましたが、イングランドでは2014年以降、その
進展が悲劇的に停滞しました。2024年の時点でも、乳児死亡
率は2014年の最低水準に戻っていません。不平等が少ない国
では、乳児死亡率が低い傾向にあります。

平均寿命︓過去10年間、多くの富裕国で平均寿命の延びが停
滞しています。この停滞は最も貧しい地域やコミュニティに
不釣り合いに影響を及ぼし、最も裕福な地域の男性は最貧地
域の男性より平均9.3年、女性は7.4年長く生きています。所
得格差が高い国ほど、平均寿命が低い傾向があります。

COVID-19による過剰死亡︓COVID-19の死亡率は、公共機
関への信頼が低く、市民参加が少なく、所得格差が大きい国
で特に深刻でした。このことは、既存の社会経済的不平等が
パンデミックへの影響を大きく左右したことを示していま
す。不平等が高い国では、COVID-19関連の過剰死亡が顕著
に多い傾向があります。

生活満足度︓前例のない富の時代にもかかわらず、多くの
人々が感情的苦痛、疲労、孤立に苦しむ現象が急増していま
す。生活満足度は、絶対的な所得ではなく、他人と自分を比
較することで左右されます。超富裕層の生活が目に見えるこ
とで、他の人々に劣等感を抱かせ、不満を引き起こします。
所得格差が少ない社会では、人々はより生活に満足を感じや
すいです。

薬物使用︓社会的な階層の底辺にいることは、多くの人々に
とって苦痛です。薬物常用者の多くは、トラウマの経験、精
神的健康の悪化、社会的排除、貧困といった背景を持ってい
ます。英国では生活費の危機が大きなストレスを生み出し、
薬物使用率の増加を促しています。所得格差が高い国では薬
物使用率が高い傾向があります。薬物使用の問題を刑法上の
問題とするのではなく、社会的健康問題として捉える必要が
あります。

糖尿病の有病率︓ 糖尿病は世界的な死因および障害の主要原
因の一つであり、心疾患や脳卒中の重大なリスク要因です。
所得格差と成人における年齢調整済み糖尿病の有病率には密
接な関連があります。

喘息︓糖尿病と同様に、喘息の世界的負担も増加していま
す。社会経済的に不利な背景を持つ人々は、低品質の住宅に
おけるカビ、喫煙、大気汚染など、重大な喘息の誘因にさら
される可能性が高くなります。不平等が高い国では喘息の有
病率も高い傾向があります。

成人および子どもの肥満︓世界の肥満率は過去50年間で3倍
に増加しました。肥満率の上昇は、社会的要因と肥満促進環
境に基づくものと理解されるべきです。成人および子どもの
肥満率は、所得格差が低い国ほど低い傾向があります。

精神疾患︓精神疾患は世界的に障害の主要原因であり、不平
等は公共の精神保健危機を引き起こしています。不平等が高
い国では、精神疾患に苦しむ人口の割合が著しく高いです。
精神疾患は、個別化や病理化するのではなく、その体系的な
原因と関連付けて政治的に取り組む必要があります。

図 ES5︓乳児死亡率は、所得格差と有意かつ強く関
連している。
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5.主な提言
不平等の削減を優先事項として扱い、後回しにするべき
ではありません。政府機関は、綿密に計画され、戦略
的に実施され、適切な予算が確保された包括的な行動
計画を必要としています。これらの計画には、不平等
の影響を直接受けている人々を政策立案の設計者として
積極的に関与させることが必要です。これにより、解決
策が現実的かつ効果的なものとなります。

　経済的不平等の解消が健康、社会、環境問題の万能
薬ではないかもしれませんが、それらすべてを解決す
る上で中心的な要素です。そして、さらなる遅延の脅
威はあまりにも深刻であるため、私たちは迅速に行動
しなければなりません。
　意思決定者が、数十年にわたる所得および富の不平
等の拡大を逆転させ、すべての人が良い生活を送れる
ようにするために迅速に行動することが不可欠です。

政府への要請事項︓
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1. 社会経済的義務 (SED) の開始︓2010年平等法第1条に記載されているSEDは、社会経
済的困難から生じる不平等を削減するためのツールです。この義務はスコットランドや
ウェールズでは成功裏に実施されていますが、イングランドではまだ施行されていませ
ん。すべての公共機関は、意思決定プロセスの一環として「社会経済的影響評価」を実
施する必要があります。この評価では、提案される政策、プログラム、プロジェクトが
社会経済的不平等にどのような影響を与えるかを分析します。SEDの遵守と効果的な実
施を確保するために、「イクオリティ・ハブ」や「平等人権委員会（EHRC）」などの
専任機関がプロセスを監督するべきです。

2. 共同制作メカニズムの構築︓地域社会がニーズを特定し、それを最適に満たすための
サービスを設計し、共同制作プロセスを通じて責任を監視するためのメカニズムや
フィードバックループを開発してください。

3. 富裕税の導入︓公共サービスのコストを賄い、富を再分配し、不平等を減らして経済を
安定化させるために、恒久的で累進的な富裕税が必要です。年収1億円以上の富裕層に
は約2%、10億円以上の超富裕層には5%の税率から始めるべきです。

4. 社会保障制度の変革︓既存の福祉政策を見直し、貧困を増大させる上限を廃止し、条件
付与を緩和し、特に脆弱な人々や介護責任を持つ人々に対する厳しい制裁を撤廃してく
ださい。ユニバーサルクレジットには「基本保証」を設け、基本的な給付額が食料、家
庭の光熱費、交通費などの生活必需品をカバーできるようにする必要があります。一律
適用の方法を廃止し、対象を絞った人口特化型プログラムと普遍的政策の適切な組み合
わせにより、誰一人取り残されないようにしてください。

5. 地域経済の活性化への投資 (CWB)︓地域経済の活性化原則を支援する政策を策定し実施
するための「CWBタスクフォース」を設置してください。これには、地域の良質な雇用
への投資を促進するインセンティブ、地方自治体所有形態の組織の推進、地域供給チェー
ンを活用する公共調達慣行、および良質な労働を促進するアンカー機関の役割が含まれ
ます。
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　データの政治的側面は、しばしば客観性を装った表面的な中立性によって覆い隠されています1。　しかし、データの政治的性質を考察する
と、いくつかの疑問が浮かび上がります。それは、「誰がデータを収集しているのか」「誰のデータが収集されているのか」「データはどの
ように枠付けられているのか」「データは何のために使用されているのか」といった問いです。これらの問いを立てることで、データが必ず
しも中立的なものではなく、データを作成・使用する者の利害、偏見、意図によって形成されることが明らかになります。

　本レポートでは、方法論の一貫性を保つため、『The Spirit Level』で使用したのと同じ国々のデータを最新のものに更新して分析を行って
います。本レポートに含まれるすべての国のデータは、程度の差こそあれ、さまざまなバイアスにさらされていますが、特にイスラエルの
データは、その現在進行中のパレスチナ領土占領を考慮すると評価が困難です。国際機関がイスラエルで収集するデータの多くは、関連する
イスラエル当局から提供されたデータに依存しています。しかし、そのデータには、ゴラン高原、東エルサレム、ヨルダン川西岸の入植地と
いった領土の状況2，3　が正確に反映されていない可能性があります。国際法では、これらの地域は違法に併合または占領された領土と見なさ
れており、報告されるデータには、これらの地域に住むイスラエル人入植者が含まれている一方で、同じ地域に住むパレスチナ人は除外され
ていることが多いのです。このように、同じ地域に住む人々が民族的な理由でデータセットに含まれたり除外されたりすることで、不平等が
深まり、人口の社会経済的格差に関する不正確な描写が生じます。

イスラエルにおける不平等は、パレスチナ領土占領に内在する不平等を考慮せずには理解することができません。イスラエルの政策と経
済状況は、パレスチナ人に土地、住宅、水資源その他の資源の差別的な配分を特徴とするアパルトヘイト的な制度の下での生活を強いて
います4，5，6。　パレスチナ人が水や衛生、雇用、医療、食料安全保障、教育へのアクセスに苦しむ一方で、そのほとんどの資源はイスラエ
ル人に供給されています。たとえば、西岸地区には入植者よりもパレスチナ人が8倍多く住んでいますが、水資源の70%は入植者によって使
用されています7。

　2021年、国際刑事裁判所（ICC）は、2014年以降のイスラエルによる戦争犯罪の疑いについて捜査を開始しました。この捜査は現在も続
いています8。　さらに最近では、国際司法裁判所（ICJ）が、イスラエルがジェノサイド条約に違反している可能性があると認定しました9。
本レポートにおけるイスラエルのデータの扱いは、国際法や人権の侵害となる行為を正当化したり容認したりするものではありません。むし
ろ、イスラエル国内および占領下のパレスチナ領土における不平等な政策の影響を明らかにし、違法な占領に関するデータ収集のあり方に疑
問を投げかけるためのものです。

　『����������������』では、イスラエルは調査対象国の中で6番目に不平等な国とされていましたが、現在では2番目に不平等な国となって
います。そのため、健康、社会、環境面での問題も、単に所得格差が高いことから予測されるよりも深刻な状況にあります。しかし、たとえ
イスラエルが本レポートの観察対象となる諸指標でより良い成績を収めたとしても、データには暴力の実態が反映されていません。イスラエ
ルの歴代政府は、パレスチナ人の人命や土地を犠牲にし、地政学的・人口動態的な要因によって形作られた制度的抑圧の体制を維持してきま
した。イスラエルの不平等が増大するか減少するかを議論する際には、この占領と人道に対する犯罪の視点から検証する必要があります。

　本レポートを通じて、Equality Trust は、イスラエルの占領下にあるパレスチナ人が直面している重大な不正義を認識しています。私たち
の分析が、正義、責任追及、先住民の自己決定権に向けた取り組みに寄与することを願っています。

グラフに関する注記

　本レポートのグラフは、所得格差とさまざまな健康、社会、環境問題を関連付ける図表です。これらのグラフは、裕福な市場民主
主義国家22か国のデータを示しています。

　グラフの横軸（X軸）には所得格差が示されており、格差の低い社会は左側、格差の高い社会は右側に配置されています。各種の
環境、社会、健康問題は、グラフの左側の縦軸（Y軸）に示されています。

　各グラフには2つの特徴があります。まず、それぞれの国を表す点の分布があり、読者は各国がどの位置にあるのか、他国とどの
ように比較されるのかを正確に見ることができます。次に、「回帰線」と呼ばれる線があり、これは所得格差と各結果との「最適な
適合」関係を示しています。これは統計的推定に基づいており、所得格差と各結果がどの程度相関しているのか、また、観察される
パターンが偶然によるものである可能性がどれほど低いのかを示します。

　この線が左から右に向かって上向きに傾いている場合、その結果（問題）は所得格差が大きい国ほどより一般的であることを意味
します。この傾向は暴力のような悪い結果に見られることが多いです。逆に、線が左から右に向かって下向きに傾いている場合、そ
の結果は所得格差の大きい国ほど少ないことを意味します。これは、信頼感や子どもの幸福度など、肯定的な要素に関連する傾向と
して見られます。

　回帰線の周囲に広範囲に散らばる点がある場合、その結果には他にも重要な影響要因があることを示しています。ただし、これは
所得格差が影響力を持たないという意味ではなく、他の要因も重要であることを意味します。一方、点の散らばりが狭い場合は、所
得格差とその結果との関係が非常に強く、所得格差がその結果の優れた予測指標であることを示します。

　これらの統計や手法、追加の図表に関する詳細は、技術付録をご参照ください。

データに関するコメント
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　2009年、『The Spirit Level』は経済的不平等がもたらす
有害な影響に警鐘を鳴らしました。当時、この問題を研究して
いたのは一部の学者に限られていましたが、本書は不平等と社
会的問題（収監率や精神的健康問題の増加、社会的信頼の低下
など）の広範な関連性を包括的に分析し、不平等削減と社会の
分断解消を目指す再分配政策の新時代が始まることへの期待を
抱かせました。

　しかし、本書の出版は、英国政府が労働党から保守党（当初
は自由民主党との連立）に交代した時期と重なりました。2010
年以降、政府は警告を無視し、教育や社会保障といった重要な
公共サービスへの資金を削減する15年間の緊縮政策を推し進
めました。政府支出はGDPの42%（2009-10年）から35%
（2018-19年）に急落し、この投資不足が『The Spirit 
Level』で指摘された多くの問題を悪化させました。英国の
刑務所人口は増加し、乳児死亡率は悪化し、西ヨーロッパで最
も不平等な国という不名誉な地位を維持しています。

　さらに深刻なのは、所得格差以上に富の格差が拡大している
ことです。上位1%が最も大きな利益を享受しており、富の格
差は世代を超えて引き継がれ、利息、資本利益、配当、賃貸収
入を生むため、所得格差よりも解消が困難です。ビリオネアの
富は1990年以来1,000%以上も増加し、その他の人々は取り残
されています。英国では、1990年に11人だったビリオネアが
現在では165人に急増しました。公共の富が崩壊する一方で、
最富裕層の財産は急速に増加しています。現在、英国の最富裕
層52家族の資産は、人口の下位半数の資産を上回っています。
このままの傾向が続けば、2035年には最富裕層200家族が英国
全体のGDPを超える富を持つと予測されています。

政府は、不平等への取り組みが道徳的にも経済的にも不可欠で
あることを理解しなければなりません。長年にわたり、

公共支出を削減しながら不平等が拡大する社会でも
うまく機能するという考えが続いてきました。しか
し、高い不平等は広範な社会的機能不全と長期的な
コスト増加を引き起こします。Equality Trust の以
前の報告では、英国だけでも、最も平等なOECD諸
国のレベルまで所得格差を削減すれば、年間1,260
億ポンドを節約できると示されています。

　  この節約は、健康寿命、精神疾患、殺人率、収監率の4つの
分野での不平等削減によって実現されるものです。社会を最も
効率的に運営する方法は、不平等を削減することです。

　この報告書は、不平等が環境、健康、社会の危機の根本にある
ことを強調しています。図１に示されるように、健康、社会、
環境問題の新しい指標を所得格差と比較すると、その関係が鮮明
に示されています。また、本報告では、新しい環境問題指標（図
２）を導入し、不平等とジェンダー、人種との交差点を探る新
たな視点を提供しています。証拠は明らかです。不平等はすべて
の人に悪影響を及ぼします。所得格差が大きいほど、階級差が拡
大し、これらの差が強力な社会的ストレス要因として機能し、
人々を優劣で評価する錯覚を生み出します。この結果、協力より
も競争が優先され、社会的機能不全が多方面で増加します。

導入
「未来はすでにここにある。ただ、それが不平等に分配されているだけだ。」‒ ウィリアム・ギブソン
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　初版から15年が経過した今、『The Spirit Level』の警告
はますます現実味を帯びています。本報告書は、行動を先送
りすることを正当化してきた誤った物語を拒否し、体系的な
不平等に果敢に立ち向かうための呼びかけです。経済的不平
等の削減が、健康、社会、環境問題の万能薬ではないかもし
れませんが、それらを解決する上で中心的な役割を果たしま
す。さらなる遅延の脅威はあまりにも深刻であり、私たちは
迅速に行動する必要があります。 

図１︓不平等は、国の健康、社会、環境問題の水準と有
意かつ強く関連している。
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図２︓不平等は、環境問題と有意かつ強く関連している。
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　この報告書は5つの章で構成されています。１章は、不平等
が気候危機の中心にあることを説明し、所得格差の拡大が二酸
化炭素排出量の増加、リサイクル率の低下、有害な大気汚染の
増加、環境を経済成長より優先する政治的意志の低下を引き起
こすことを示しています。
　2章は、不平等が社会的結束を蝕み、信頼、民主主義、人種
的不平等、ジェンダー不平等、殺人率、収監率、精神疾患のス
ティグマ、機会均等を悪化させることを説明します。

3章は、不平等が子どもや若者の可能性を損ない、子どもの
福祉、教育の不達成、教育格差、10代の出産率、初等教育へ
の支出の均等性、社会的流動性に影響を与えることを説明しま
す。

　4章は、不平等が人々の健康と福祉を左右し、乳児死亡率の
高さ、平均寿命の短縮、COVID-19による過剰死亡、生活満
足度の低下、薬物使用、糖尿病、喘息、肥満、精神疾患の有
病率に繋がることを説明します。

　報告書の結論では、政府が地域社会が繁栄できる条件を整
え、すべての人が今も未来も良い生活を送れるようにするた
めの政策提言を提示しています。
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１章︓不平等は気候危機の
中心課題である
　超富裕層の傲慢さが世界を破壊しています。最も裕福な1％の
人々は、世界の貧困層の半分に属する典型的な人々の100倍の
温室効果ガスを排出しています。この巨大な環境負荷を縮小す
ることは、気候危機を抑制するために不可欠であると認識され
なければなりません。

　気候危機の核心には、所得、富、政治的権力の社会経済的不
平等、および人種やジェンダーに根差した社会的階層が存在し
ます。これらを削減することで、抜本的な脱炭素化が達成され
るのです。「私たちは皆、同じ状況にいる」という神話は、国
連事務総長アントニオ・グテーレス氏によって否定されまし
た。彼は、「私たちは皆同じ海に浮かんでいるが、明らかに
一部の人々はスーパーヨットに乗っており、他の人々は漂流す
る破片にしがみついている」12と述べました。

　地球上で80億人と50億種が資源を共有している中で、地球の
限界内で経済成長を追求することはできません。消費主義は持
続可能性への大きな脅威ですが、社会的地位競争を激化させ、
個人の富への欲望を高める不平等を減らすことで、それを抑え
ることが可能です。炭素中心のアプローチは、大量の温室効果
ガス排出を軽減する政策に焦点を当ててきましたが、より根本
的な変革が必要です。気候変動が全ての人々に同じように影響
を与えないことは、既に知られています。脆弱な人口層や低・
中所得国がその影響を最も受けており、公平な移行の必要性が
浮き彫りになっています。

　持続可能性への移行は、人々が変化の負担と、それを進める
ために必要な政策が公平に分担されると感じなければ、
広範な反発に直面するでしょう。所得格差が高いと、
政治的結束が低下し、環境保護の取り組みを支持する
意欲も減少します。 

　一方で、平等が高まると、より協力的で相互に支
援し合う社会が形成されます。環境緊急事態や災害
に直面した際に相互支援を進んで提供するには、より
大きな平等が必要です。長年にわたり無制限の成長の
恩恵を享受してきた最も裕福な個人や国家は、この必要な
変革を主導する責任を受け入れ、責任を問われるべきです。

　気候変動は、現在および未来の世代の健康と福祉を
脅かしています。平等は健康と福祉の中心的な決定
要因であるため、政府の政策は経済成長よりもこれ
らを優先することが重要です。経済成長は環境危機
を解決することはありません。最終的には、地球を
守り、全ての人々の福祉を保証することが求められ
ます。そのためには、不平等を劇的に削減し、気候
変動に対して大胆な行動を起こし、経済目標を根本的に
変える必要があります。

　この章では、所得格差の拡大が炭素排出量を増加させ、リサ
イクル率を低下させ、有害な大気汚染を悪化させ、経済成長よ
り環境を優先する政治的意志を弱めることを示しています。環
境問題指数、国連持続可能な開発目標（SDGs）への進展、そし
て多国間主義に関連する所得格差の追加グラフについては、技
術付録を参照してください。

炭素排出の不平等

　超富裕層の消費行動—ヨット、プライベートジェット、多数
の車両、膨大なエネルギーを必要とする巨大な住宅に象徴され
るもの—は、個人あたり年間数千トンものCO2排出を引き起こ
しています。近年では、宇宙観光がラグジュアリー排出の新た
な頂点を迎えています。さらに、富裕層は化石燃料など炭素集
約型産業に投資することが多く、2019年には、世界の最富裕      
層1%の炭素排出の最大70%が資本投資から生じました。

最も緊急性の高い環境問題は、極端な炭素不平等に
　向き合うことを必要としています。これは、世界
　　の富裕層による過剰な消費や投資行動が、地球
　規模の排出量に不均衡に寄与していることを意
　味します。EUや英国では、最貧困層50%の人々
　は、パリ協定で設定された1.5℃目標の一人あた

　りの排出基準を達成する軌道にあります。
　一方で、富裕層10%は、目標を5～6倍も上回る消
費を続けると予測されています15。ごく少数の人口
層が、炭素予算の不均衡な割合を消費することによ
り、他の人々が持続可能な排出量を超えずに基本的
なニーズを満たすための余地が減少しています。

層10　　　
は、

図３は、世界の排出量の半分以上を占める最富裕層
　10%の排出割合を示しています。この過剰消費は、
　不平等によって推進されています。我々の分析に
　よれば、所得格差の低い国は炭素排出削減に、よ
　り注力しており、ノルウェーが最も良い成果をげ
　ている一方、イスラエルが最も悪い結果を示して

　います。炭素不平等は世界規模で最も顕著に見られ
ますが、各国国内における格差もまた重要な問題です。
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図３︓最富裕層10%の炭素排出量の割合は、所得格差と有意
かつ強く関連している17。



　国内の不平等は、世界全体の不平等の広がりにおいて主要な
要因となりつつあり、炭素排出削減の取り組みに対する政治的
および社会的意欲に、より大きな影響を及ぼす可能性がありま
す16。

リサイクル

地球は、無制限な原材料の採取、加工、使用にもはや耐えら
れなくなっています。過剰生産は、土壌や水の汚染、自然生息
地や生態系の劣化、気候変動など、数々の悪影響を引き起こし
てきました。物質の循環を重視する循環型経済への移行は、自
然システムの再生を確保し、持続可能な経済を形成するために
不可欠です。

　しかし、高い不平等は消費への圧力を増大させ、それは富裕
層によって悪化する地位競争や階級的不安によってさらに強化
されます18　。また、不平等は社会的結束を低下させ、環境対
策、リサイクルプログラム、循環型経済を支えるために必要な
公共の責任感や集団意志を減少させます。その結果、廃棄文
化が形成され、廃棄物の増加とリサイクルの減少につながって
います。

　根本的に、不平等を減少させることは、分断を生む消費主義
から協力的な社会へと移行する道を切り開き、公正な移行を可
能にします。図４では、より平等な国ほど市町村廃棄物のリサ
イクル率が高いことが示されています。ドイツは特に優れた成
果を挙げており、市町村廃棄物の45%以上をリサイクルして
います。この成功は、ドイツが埋立地の使用をやめた決定にも
一部起因している可能性があります。一方で、所得格差が高い
ポルトガルは大きく遅れをとっており、市町村廃棄物のリサイ
クル率はわずか13%にとどまっています。

社会的には、このようなリサイクルの格差は、不平等の連鎖に
寄与しています。低い社会経済的地位にあるコミュニティは、
より大きな環境負担に直面し、それが貧困をさらに固定化し、
清潔で健康的な生活環境へのアクセスを制限する可能性があり
ます。低所得地域は、適切なリサイクルインフラの不足など、
参加への障壁が大きく、環境的不公正を永続させ、社会経済的
な格差を拡大させています。

大気汚染

　PM2.5（直径2.5マイクロメートル以下の微小粒子状物質）
への曝露は、これらの粒子が肺の奥深くまで侵入し、血流に入
り込む能力があるため、さまざまな深刻な健康リスクと関連し
ています。PM2.5は世界的に最も健康へのリスクが大きい大気
汚染物質であり、他のどの汚染物質よりも多くの人々に影響を
与えています。英国だけでも、大気汚染が年間最大40,000人
の死因となっていると推定されています。また、大気汚染に安
全な閾値はなく、いかなる曝露でも健康に悪影響を与える可能
性があります。PM2.5への長期曝露が原因となる心血管および
呼吸器疾患には、虚血性心疾患のリスク増加、肺機能の低下、
喘息、肺がん、肺炎などの下気道感染症が含まれます。特に、
子ども、高齢者、既存の呼吸器および心血管疾患を持つ人々な
どの脆弱な集団は、大気汚染の健康影響を受けやすいです。

　この目に見えない脅威が生産される主体と、それによって影
響を受ける主体には明確な格差があります。富裕層と貧困層の
格差が広がるにつれ、有害なPM2.5粒子への曝露も増加し、所
得格差が大きい国ほど深刻な大気汚染に直面していることが図
5に示されています。ノルウェー、スウェーデン、フィンラン
ドが最も良好な結果を示す一方で、イスラエルは最も悪い結果
を示しています。この不平等は、国内における資源と権力の分
配にも影響を及ぼしています。経済的に最も困窮し、脆弱なグ
ループは、最も高い汚染レベルの地域に住むことが多く、自身
が汚染を引き起こす責任が最も少ないにもかかわらず、最も大
きな影響を受けています。富裕層の世帯はより清潔な環境に住
む、または引っ越す余裕がありますが、低所得者層は工場や高
速道路などの汚染源の近くに居住する可能性が高いです24。大
気汚染の経済的影響も重大です。OECDは、大気汚染による健
康影響に関連する年間の福祉費用が非常に高額で、増加傾向に
あることを指摘しています。2015年には、これらの費用が
OECD諸国で約1.6兆米ドルに達し、2060年までに約3.9兆米ド
ルに上昇すると予測されています25 。これらの費用は、低所得
者層に不均衡に影響を及ぼし、汚染に関連する健康問題に苦し
む可能性が高い一方で、医療サービスへのアクセスが限られて
いるため、貧困と病気の連鎖を永続させています。14
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図４︓リサイクル率は、所得格差と有意かつ強く関連してい
る20,21  。
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図５: 大気汚染は、所得格差と関連している 26。
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環境保護対経済成長 

　過去15年間、経済成長と環境持続可能性の間の緊張は、気
候変動の影響が増大する中で一層高まっています。パリ協定で
設定された目標のような環境目標を達成することは、経済の拡
大を続けることと両立しません27。

　所得格差、不均一な社会的費用、環境悪化を考慮しない従来
のGDP指標は、代替的な測定基準やモデルの必要性を促し、公
正な移行を求める声を高めています。さらに、数十年にわたる
研究では、富裕国ではGDPの成長が社会福祉の向上と相関しな
くなっていることが示されています。それにもかかわらず、経
済成長は福祉よりも政府の主要な目標であり続けています。

　公正な移行を達成するためには、経済指標やモデルに焦点を
当てるだけでなく、環境問題に対する世論を調査することが重
要です。実際、実施された措置や政策の成功は、直接的に市民
の環境認識に影響され、環境責任が公平に分担されていないと
感じられる場合には抵抗が生じる可能性があります。この目的
のために、統合世界価値観調査（Integrated World Values 
Survey）および欧州価値観調査（European Values Survey）
は、環境保護と経済成長のどちらを優先すべきかという制約の
中で、個人がどのような優先順位をつけるかを検討する指標と
して使用されています。
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図６︓ 経済成長より環境保護を重視する傾向は、所得格差
と関連している 29,30。

　図6では、より平等な国ほど人口の10～20％が追加的に環境
を優先する傾向があることが示されています。スウェーデンで
は85％の人々が経済成長よりも環境保護を支持している一方
で、フランスや米国ではその割合は50％にとどまっています。
さらに、この意識を醸成するためには、製造業や輸送業などの
分野で働く労働者は、環境保護を優先する傾向が低いものの、
労働組合への加入がその意欲を大幅に高めることが研究で示さ
れています28　。これにより、短期的な利益を超えて地球を守る
ための労働組合の重要な役割が浮き彫りになっています。
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２章︓不平等は社会的結束
を蝕む
　所得と富の不平等が拡大すると、地位に対する不安やポピュ
リズムが高まり、社会的結束が崩壊します。この崩壊は、運転
する車の種類や住む場所といった経済的地位の目に見える指標
の消費を増加させ、それが優越感や劣等感を反映します。不平
等は単に社会的な距離を生むだけでなく、相対的剥奪感や他人
からどう見られるかについての不安を助長します。その結果、
協力よりも競争を重視する文化が形成され、特に富裕層でない
人々の間で不安感や無力感が増幅します。

　この結果として生じる孤立感や慢性的なストレスは、精神疾
患への脆弱性を高めます。また、所得と富の不平等は、人種、
ジェンダー、民族、年齢、障害に基づく不平等をさらに悪化さ
せ、差別を増幅させ、すでに社会の周辺に追いやられている
人々を一層排除します。これにより、彼らの脆弱性がさらに深
まります。さらに、異なる社会階層の人々が集まり、家庭や職
場を超えてコミュニティを築くための非公式な公共空間である
「サードスペース」の減少は、社会的結束と社会的信頼の喪失
をさらに悪化させます31。

　経済的不確実性はまた、しばしば権威主義的および排外主義
的な政治運動を生み出します32　。超富裕層とその他の人々との
格差が広がるにつれ、中間層および低所得層の間では現在の経
済および民主主義体制に対する不公平感や失望感が増大しま
す。このような疎外感は、ポピュリストやファシストの指導者
が経済的不安を利用して、「少数派」や「移民」といった外部
の人々をスケープゴートに仕立て上げ、希少な機会や利益の競
争相手として描く土壌を作り出します33　。社会の分断が伝統的
な共同体構造を弱体化させている時代において、保護主義的な
イデオロギーや政策は、国家的な誇りに訴える象徴的な平等を
提供します34。しかし、このようなナラティブ（物語）は、停
滞した賃金、協力よりも競争を重視する姿勢、平等な機会の喪
失など、不平等の構造的原因から注意をそらし、社会の分断を
深め、他者化や排外主義を助長します。その結果、より分極化
した社会が形成されます。

　経済的不平等は連鎖的に続きます。世界中で広がる社会的不
安や権威主義的運動の台頭は、所得、富、権力を中心とした政
策が、私たちの社会環境の質を向上させるためにいかに必要不
可欠であるかを強調しています。このセクションでは、所得の
不平等が社会的結束や幸福感の中心にあることを示していま
す。不平等が悪化するにつれ、信頼、民主主義、人種的不平
等、ジェンダー不平等、殺人率、投獄率、精神的健康のスティ
グマ、平等な機会も同様に悪化します。

信頼

　信頼は社会的結束にとって不可欠であり、協力への道を開く
ことでコミュニティを結びつける「接着剤」の役割を果たしま
す。信頼が高い社会では、人々は安心し、互いに気遣い、寿命
が延びることさえあります35　。しかし、所得格差は社会を分断
し、人々の間の信頼レベルに悪影響を及ぼします。大きな収入
格差は、内集団と外集団の力学を通じて「他者化」の心理を助
長し、異なる社会経済的立場の人々への共感を難しくし、職
場、学校、街中など日常生活での人間関係の質を低下させます。

　図7では、不平等が信頼を損なうことが示されています。不
平等の大きい国の人々は、不平等の少ない国の人々に比べて、
お互いを信頼する度合いが著しく低い傾向があります。世界価
値観調査（World Values Survey）の代表的なサンプルによる
と、「ほとんどの人を信頼できる」と答えた割合は、ギリシャ
とポルトガルでは20%未満である一方、スカンジナビア諸国
では60%から70%に達しています。この信頼の欠如は、不平
等の増大の結果であると同時に、不平等を悪化させる要因とも
なり、信頼の欠如と不平等が相互に強化し合う悪循環を生み出
しています。

　分断と不信によって特徴づけられる国々では、公的機関やガ
バナンスの有効性が低下します。不平等社会の人々は「共有さ
れた運命」という形での連帯感を欠いており、その結果、政府
資源、特に公共財の資金調達に関する争いが生じる可能性があ
ります36,37　。これにより、政府が緊急課題に取り組むために
必要な支持を得ることが難しくなり、分配の公平性への懸念か
ら政策の効果的な実施が妨げられます。また、信頼の欠如は公
共領域への参加を減少させ、治安維持や安全管理への支出の増
加を招きます。人々の間での合意が善意に基づかなくなり、し
ばしば公式な執行メカニズムを必要とするようになるのです。

図７︓ 信頼の欠如は、所得格差と有意かつ強く関連
している38,39。
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民主主義

　2024年には、これまで以上に多くの人々が国政選挙で投票
することが予想されています40 。民主化の取り組み（貧困層へ
の政治的権力の拡大や抑制と均衡の導入）は、再分配を促進す
ることで、不平等の影響を緩和する可能性があります41 。しか
し、富が少数の手に集中すると、民主主義制度や市民と国家の
間の社会契約が損なわれ、さまざまな社会階級の政治参加と影
響力に深刻な脅威をもたらします。大幅な富の不平等は、政治
的権力の不平等な分配につながり、エリート層が自身の富を利
用して、課税の増加や経済的優位性の縮小につながる民主的改
革に反対することが多くなります42。

　The Economistʼs Democracy Indexを使用した分析によれ
ば、所得格差が進むにつれて、民主的ガバナンスへの取り組み
のレベルが低下していることが示されています。図8では、ノル
ウェー、ニュージーランド、スカンジナビア諸国のように所得格
差が少ない国々は、民主的ガバナンスの水準が高い一方で、アメ
リカ、イスラエル、ポルトガルは最も不平等な民主主義国家に分
類されています。

　民主主義の完全性を維持する上での主要な課題は、時間ととも
に利益を指数関数的に増大させてきた大企業やその他の経済的権
力の拠点の影響力を抑制することです。今日では、選挙競争は超
富裕層の支持を得る候補者に狭められています43。

　超富裕層はその莫大な富を利用して、多くの国の経済的および
政治的な力を凌駕し、いくつかの支配的な企業の事業活動によっ
て国家経済が大きく左右される依存関係を生み出すことで、意思
決定プロセスに影響を与えています。富の不平等とそれが民主主
義に及ぼす有害な影響を減らす方法についての提言については、
私たちの2024年選挙マニフェストをご覧ください。

人種的不平等

　「ポスト人種社会」に住んでいるという神話は、人種差別が克
服され、人種が個人の人生の機会に重大な影響を与えない社会を
示唆しています。しかし、どの国も人種的力学から完全に免れる
ことはできません。黒人や人種化された人々（Racialized 
people）が直面する不平等は、所得や富の蓄積の少なさ、雇用、
教育の達成度、良好な住居や医療へのアクセスの欠如、身体的・
精神的健康の問題、地域剥奪への曝露、市民権やその主張への影
響など、多岐にわたります46，47。

図８︓ 不平等は、国の民主主義の水準と有意に関連
している44,45。
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　これらの格差の根底にあるのは、構造的、人種的、制度的な
差別の三つの形態が絡み合い、相互に影響を及ぼしていること
です。人種化された人々の抑圧、搾取、収監は、奴隷制、植民
地主義、人種資本主義といった暴力的な歴史と深く結びついて
おり、現在の経済構造内で再生産されています。したがって、
人種化されたコミュニティにおける社会経済的不平等を説明す
る上で、差別の中心的役割を認識しない場合、適切な戦略を進
める能力は制限されます48。

　他者（経済的、人種的、文化的に異なる人々）に対する信頼
が欠如すると、ステレオタイプや偏見が生まれやすくなりま
す。これらは差別的な実践や政策となり、人種差別的な態度や
行動をさらに強化します。2023年のBest for Racial Equityラ
ンキングでは、人種的・民族的多様性が国を強くすると考える
人々の割合を調査しました。この調査によれば、「人種的・民
族的に多様な国はより強い国である」という意見に中程度また
は強く同意した回答者の割合が高い国ほど、ランキングが上位
となっています。

　図９では、所得格差が広がるにつれて、人種平等がしばしば
減少することが示されています。カナダ、ニュージーランド、
オランダは人種的平等のランキングで最上位に位置しています
が、アメリカやイスラエルは最下位に分類されています。「ポ
スト人種社会」という概念が理想論に過ぎない現実を考慮し、
経済の影響が人種的不平等に与える影響に対する継続的な警戒
と行動が必要です。

図９︓人種的不平等は、所得格差と有意かつ強く関連
している49,50。
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ジェンダー不平等

　女性の経済的エンパワーメントを推進する声が上がる一方で、
経済構造そのものを見直すことなく、個々人の経済参加を優先す
るアプローチは、増加する労働参加が誰に利益をもたらしている
のかを見落としています。女性には仕事と必須のケア（介護・家
事など）の二重の負担が課されていますが、その貢献は過小評価
され、政府からの投資も不十分です。実際、政府が医療や教育と
いった基本的な公共サービスに資金を投じない場合、その影響を
最も受けるのは女性です。これは富裕層が適切な税負担を負わな
いためであり、女性は無給のケア労働でそのギャップを埋める必
要があります51。さらに、人種的に区別される女性や移民女性
は、特に低賃金のケア労働に追いやられ、有給でありながら貧困
状態に陥ることが多いです。

　女性の労働は、しばしば低賃金で「見えない」ものとされ、不
平等を助長します。女性が正式な労働市場に参加した場合でも、
低賃金、「母親ペナルティ」、職業の女性化、キャリアの進展阻
害など、数々の課題に直面します52。図10は、所得格差が高い国
ほどジェンダー不平等も高い傾向があることを示しています。
フィンランドはジェンダー平等の最も進んだ国とされています
が、日本とギリシャはそのランキングの最下位に位置していま
す。極端な経済的不平等の構造的原因に対処しない限り、女性の
経済的エンパワーメントから最も利益を得るのは、経済の頂点に
いる最富裕層、特に裕福な男性たちです53。

　フェミニスト的なケア経済は、ケア労働を重要な社会的財と集
合的責任として評価するものです。責任ある民主的な制度、公正
な労働慣行、累進課税、そして国全体の保育、高齢者ケア、その
他の普遍的な公共サービスの提供を通じて、ジェンダーと経済的
不平等を効果的に解消し、より公平な世界を築くことが可能です。

殺人事件

　暴力は、恥や屈辱の経験に対する反応として発生することが多
く、その感情は社会的および経済的不平等によって悪化します。
高い所得格差は、社会比較、不十分感への恐怖、そして劣等感に
結びつく「恥の流行」を引き起こします。尊敬と尊厳はすべての
人に保証されるべき権利ですが、現実にはそうではなく、特に貧
困層や人種的に区別される男性には著しく欠けています55。その
結果として、社会経済的地位から来る無力感や軽視される感覚を
回復し、自分の価値を主張するために暴力が選ばれることがあり
ます56。この「恥の社会的不均一性」に向き合うためには、暴力
犯罪を病理的な個人の特性の産物と見なすのをやめ、むしろ社会
経済的な階層構造によって生じるものと考える必要があります。

　不平等を減少させることで、暴力的な行動を引き起こす感情や
剥奪の根本原因に対処し、暴力を大幅に緩和できます。不平等の
格差が続く国々は、高い殺人発生率に特に脆弱であり、不平等は
殺人発生率の最も有力な環境要因です57。国連薬物犯罪事務所の
データを使用した図11では、所得格差と10万人あたりの殺人発
生率の関係が示されています。アメリカの殺人発生率は日本の
34倍、ノルウェーの11倍以上です。

　所得と富の平等性を高める社会的条件を改善することで、意
図的な殺人を予防できます。実際、より平等な社会を持つ国々
は、経済システムをより平等に再構築することで暴力がほとん
ど完全に防止可能であることを示しています。暴力の根本原因
である社会経済的状況を改善することは、競争よりも協力と尊
重を促進し、低い社会的地位や経済的剥奪に関連するストレス
要因を軽減します。不平等を中心に据えた公衆衛生的アプロー
チは、セキュリティや執行政策への資金増加ではなく、暴力防
止の鍵となります。
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図10︓ ジェンダー不平等は、所得格差と有意かつ強く
関連している54。
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図11︓ 殺人発生率は、不平等と有意に関連している58。
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収監

　収監率はこれまでにない水準に達しています59 。しかし、大量
収監は暴力を減少させるわけではなく、刑務所制度の分離的機能
を通じて、暴力を移動させ、集中させる結果をもたらします。収
監によって人々はコミュニティや家族から離れた遠隔地の施設に
移送されることが多く、この結果、収監によって生じる不平等が
目に見えない形で存在しています。収監されている人々は通常、
社会経済的な福祉を評価する際に考慮されないため、不平等の過
小評価につながります60　。さらに、貧困に起因する問題行動を
犯罪化する政策が、高い収監率と関連しています。ホームレ
ス状態、精神疾患、薬物やアルコールの使用などがそのような問
題に含まれます。刑事有罪判決はまた、人々の生涯収入を減少さ
せる結果を招き、貧困を永続化させるとともに、経済的不平等、
健康不平等、人種的不平等を世代を超えて悪化させます61。

　犯罪は、いわゆる「持つ者」と「持たざる者」の間での再分配
の手段として機能することがあります。経済的に不利な立場にあ
る人々は、経済的不平等が高く、経済的な機会が限られている場
合、窃盗や強盗といった金銭的利益を伴う犯罪を犯す可能性が高
くなります62。図12では、World Prison Briefのデータを使用し
て、10万人あたりの収監率と所得格差の関係が示されていま
す。アメリカの収監率は10万人あたり531人であり、フィンラン
ド（51人）やノルウェー（55人）の10倍に達しています。西
ヨーロッパでは、英国が最も高い収監率を示しており、この30
年間で80％増加し、今後も増加が予測されています63 。不平等の
大きい社会では、収監と不平等の関係は、犯罪率の上昇という
よりも、厳しい刑罰によって特徴づけられます。イングランド
とウェールズでは、収監されている人々の61％が非暴力犯罪
を犯した者であり、軽犯罪に対する刑罰として刑務所が過剰に
使用されています64。 不平等と、関係が破壊された場合や侵害
された場合の修復の必要性に焦点を当てた変革的司法に注目する
ことで、さらなる暴力を生み出したり移動させたりすることな
く、暴力に対応する方法が提供されます。

精神疾患に対するスティグマ

　精神的健康問題を抱える人々に対するスティグマ（偏見）や
差別は、根強い問題として存在しています。精神疾患は「信用
を失った」特性と見なされ、劣った地位の象徴として認識され
ています66 。不平等は社会的地位をより重要なものにし、地位
不安を増大させます。これにより、人々は「劣っている」と見
なされる人々から距離を置く傾向が強くなります。その結果と
してのスティグマは、人々が助けを求めることを妨げ、精神的
健康問題を抱える人々の50～75%が必要な治療を受けられない
状況を生み出しています67,68。 治療の不足に加え、人々は差別
されることや職を失う不安から治療を避けたり遅らせたりする
ことが多いです。

　図13では、深刻な精神疾患を抱える人と話をする意欲を、社
会的態度を測定する指標として使用しています。欧州諸国での
所得格差が高いほど、精神疾患を持つ人と話をすることが困難
だと感じる人が多い傾向があります。EU27諸国全体で平均する
と、回答者の約4分の1が深刻な精神疾患を抱える人と話すこと
に難しさを感じると報告しています。

　所得格差とスティグマの関係は双方向的です。所得格差はス
ティグマ的な態度に影響を与えるだけでなく、ストレスや社会
的排除を通じて、未治療の精神的健康問題をさらに悪化させま
す。これにより、未治療の精神的健康問題と社会経済的不平等
が相互に強化し合う悪循環が生じ、精神的健康ケアの実践にお
ける抜本的な変革の必要性が浮き彫りになります。

図13︓精神疾患への偏見は、所得格差と有意かつ強く
関連している69。
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 図12︓収監率は、所得格差と有意かつ強く関連して
いる65。
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したがって、非施設型ケアと地域社会に基づく支援システムの開
発を優先し、症状に焦点を当てた治療から離れるアプローチが必
要です。



平等な機会の欠如

　不平等は生まれた瞬間から始まり、個人の出発点がその後の人
生における機会に大きな影響を与えます。平等な機会とは、親の
社会経済的地位、性別、年齢、人種、民族、出生地、または相続
した財産などの本人が制御できない要因にかかわらず、個人が人
生で成功する平等なチャンスを持つ度合いを指します。個人の努
力や選択も重要ですが、それ以上に、出生時の物質的環境が大き
く影響します。不平等が拡大する中で、特に顕著なのが「大規模
な富の移転」の驚異的な増加です。新たに生まれる億万長者の多
くが、相続によって大半の財産を得ており、このことが次世代の
子どもや若者にとって経済的な流動性の可能性を制限していま
す。

　不平等が大きい場合、経済的な向上の機会が偏り、不均等に分
配される傾向があります。これにより世代間の流動性が低下しま
す。EU27諸国を対象としたEurobarometer調査モジュールで
は、「現在の[自国]では、他の人と同じように人生で成功するた
めの平等な機会がある」との主張に同意または不同意するかを尋
ねました。図14では、不平等が高い国では社会における機会の欠
如について広く懸念があることが示されています。北欧諸国が最
も良い評価を得ている一方で、ギリシャとポルトガルは公正さや
平等な機会への認識が最も低い結果となっています。

　社会的な階層の上下双方において流動性が特に不足していま
す。上層では、機会の囲い込み（opportunity hoarding）と結び
ついた「粘着する天井（sticky ceilings）」が見られ、下層では
「粘着する床（sticky floors）」が上昇の可能性を阻んでいます70。

　例えば、OECD諸国では、低所得家庭の子どもが国の平均収
入に追いつくまでに、ほぼ5世代を要するとされています71 。
それにもかかわらず、しばしば「上昇移動の見込み」が過
剰に約束されるため、「どんな状況でも誰でも経済的な階
段を上れる」という信念が根強く、再分配政策への支持を
減少させています。真の平等を実現するには、単に進歩の
ための平等な機会を提供するだけでなく、これらの格差を
永続化させる階級構造に対処し、それを解体することが必
要です。

図14: 機会の平等の欠如は、所得格差と有意かつ強く関連
している73,74 。
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３章︓不平等は子どもや若者
の可能性を損なう
　過去数十年間で、富裕層と貧困層の格差が拡大する中、世代間
の不平等が著しく増加しています。今日の若者の大多数にとっ
て、世界の富の不釣り合いな割合が最高所得層に集中することを
許してきた政策は、現在を困難なものとし、未来に対する不安を
もたらしています。史上最大規模の若者世代が、社会、経済、政
治的不平等によって壊れた社会契約により、親世代が享受してき
た生活水準を得ることができず、その可能性を最大限に引き出す
機会を奪われています75。 

　若者はすでに、必要な変化をもたらすためのアイデア、意欲、
そして献身を持っていることを示しています。世界中で若者主
導の政治運動が、特権や富がどのようにルールを変え、若者をよ
り大きな経済的リスクにさらし、彼らの生活に影響を与える意思
決定に対する声を奪っているかを鋭く批判してきました。それに
もかかわらず、若者は政治的不平等において政治的影響力や
フォーラムへのアクセスをほとんど持っていません。世界中の国
会議員のうち30歳未満の議員はわずか2.6％であり、これは全人
口の半分がこの年齢層に属していることを考えると極めて低い割
合です。76 

　これを比例的に測定すると、30歳未満の人々の意見は年明け
から9日後には代表されなくなる計算になります。さらに、若者
が政策決定に参加できる場合であっても、しばしば最も特権的な
層の意見が支持され、反映されるため、不平等や貧困を経験して
いる若者よりも、特権的な層が若者向けの施策から最大の
利益を得ています。実際、不平等や差別の複数の
形態に直面している若者は、社会的階層をさらに
押し下げられています。政府、第三セクター
組織、市民社会、商業セクターは、若者主導
の変化のためにより大きなスペースを提供し、
所得格差が若者の生活に与える影響を深く
理解する必要があります。若者の意見、権利、
ニーズ、そして未来を認識し、保護するため
には、私たちの社会の不平等な権力と富の構造
を変えなければなりません。

　『The Spirit Level』では、子どもの全体的な幸福、
教育達成、10代の出産、社会的流動性に関連する不平等が、子
どもたちの人生の機会にどのように影響を与えるかを示しまし
た。このセクションでは、 10代の出産率と社会的流動性に関す
る分析を更新し、基本的なスキルの欠如、教育の不平等（特に裕
福な学生と貧しい学生の成績格差）、幼児に対する支出の平等性
について新しいグラフを追加しています。15歳の教育達成度に
関する新しい分析は、技術付録に含まれています。

子どもの幸福 

　子どもの初期の経験や環境は、その後の長期的な健康に大き
な影響を与えます。幼少期において、子どもたちは不平等な社
会で育つことによる身体的、精神的、感情的、社会的な不利を
経験し、次第に社会的比較や同年代の比較を通じて自己を定義
するようになります77 。早期介入は長期的な幸福にとって重要

であり、不平等が生じる前に防ぐ方が、後で埋め合わせをす

善

るよりも費用が少なく済むことが多いです。し
かし、初期の平等性を改善することは、子ども
　向けの施策だけではなく、所得と富の不平

　　等を削減し、すべての社会階層の子どもた
　　ちが公平で体系的な発達の機会を得られる
　　ようにするという大き取り組みに依存して
　　います。不平等が拡大すると、階級構造が
　固定化され、子どもの幸福に異なる経験をも
　たらし、将来の軌跡を形作ります。平等な機

図15︓国の子どもの幸福水準は、所得格差と有意かつ
強く関連している81。
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会の理想は競争条件を公平にすることを目指し
ていますが、結果の不平等が大きい場合には実現が困難で
す。親が自らの利点または不利を子どもに伝えることは避
けられないからです。

　高所得国では、絶対的な所得よりも、相対的な社会経済
的地位が子どもの幸福により大きな影響を及ぼします。こ
れにより、健康、教育、社会的排除、および感情的・物質
的環境において重大な不平等が生じます。2020年の
UNICEFによる子どもの幸福指数は、次の6つの領域を測
定しています︓精神的幸福（生活満足度と青年の自殺
率）、身体的幸福（肥満と子どもの死亡率）、およびスキ
ルの幸福（数学と読解能力、友達を作る能力）。このデー
タを使用して、図15では、子どもの幸福スコアが低いこ
とと所得格差が高いことの明確な関係が示されています。

イタリア



デンマークが最も良い結果を示していますが、アメリカ、イギリ
ス、ニュージーランドのような国々は、所得格差と相対的な子ど
もの貧困が大幅に増加しており、ランキングの最下位に位置して
います。現在のイギリスでは、すべての子どもが安全な育成環境
と自らの潜在能力を最大限に発揮する機会を持つ権利を持ってい
ますが、5歳未満の子どものうち約400万人にはこの権利が保障
されていません79 。2014年から2021年にかけて、イギリスは先
進国の中で相対的な子どもの貧困が最も大きく増加しており、収
入と富の格差拡大の影響を浮き彫りにしています80 。

教育の未達成 

　教育は、個人の発展やキャリアの成功への道筋を超えて、一
生涯の機会や結果を予測する最も重要な要因の一つです。最も
恵まれた学生と最も恵まれない学生との間に見られる教育成果
の持続的な格差は、不平等の明確な指標です。学校に入学する
前から、認知能力や社会感情スキルにおける格差が明らかであ
り、これが低い教育成果につながる軌跡を設定します。こうし
た不平等は学齢期にさらに明確になります。イギリスでは、無
料給食を受けている学生のGCSE（中等教育修了証）の達成ス
コアは、27ポイントの差をもって低くなっています82 。また、
学業の達成度は家族の収入に大きく左右されます。富裕層トッ
プ10%の家庭の子どもは、7番目の十分位の家庭の子どもより
もGCSEでAまたはA*を取得する可能性が2倍以上高いとされて
います83。この格差は学業成績の問題だけでなく、健康や住居
を含む資源への不平等なアクセス、さらには平等な機会が広が
る中での格差の問題を反映しています。これは、裕福な人々や
その子どもたちの知能や遺伝的素質の違いによるものではあり
ません。

　UNICEFは、15歳の生徒の読解力と数学の基本スキルの欠如
を、国際生徒評価プログラム（PISA）のスコアに基づいて報告
しました。イスラエル、イタリア、ギリシャ、アメリカでは、40%
以上、つまり5人中2人の若者が数学と読解の基本スキルを欠い
ています。一方、アイルランドとフィンランドでは22%、つま
り5人中1人にとどまり、アメリカの半分の割合です。

　国際的には、イングランドは独特な状況を示しており、資格の
上昇にもかかわらず、リテラシーや数的能力といった基本スキル
の世代間での改善がほとんど見られません84。教育の未達成との
闘いは、単に学業成績を向上させるだけではなく、不平等を永続
させる障壁を取り除き、すべての学生がその潜在能力を完全に発
揮することを妨げる要因に取り組むことを目的としています。

教育の不平等

　教育の不平等が悪化することは、社会階級の格差の原因である
と同時に結果でもあります。イギリスでは、かつて教育への資金
提供はより進歩的でした。2000年には、最も貧しい20%の学校
に通う小学生が最も裕福な20%の学校の生徒よりも約20%多く
の資金を受け取っていましたが、2010年にはこの割合が35%に
増加しました86 。しかし、過去14年間にわたり、緊縮財政と学
校資金政策の削減により、この傾向が逆転し、資金の公平性で得
られた成果が失われました。同時に、公立学校と私立学校の資源
格差が倍増しています。2009～2010年には、公立学校の生徒1
人あたりの年間資金は8,000ポンドで、私立学校の授業料はそれ
より3,100ポンド高かったのに対し、2020～2021年にはこの差
が6,500ポンドに拡大しました。公立学校の資金が停滞する一方
で、私立学校の授業料が上昇したことが原因です。この財政的格
差は教育成果にも反映されており、26歳までに学位を取得した
割合は、私立学校の生徒が71%だったのに対し、最貧層の20%
に属する生徒はわずか17%でした87。

図16: 学業不振は、所得格差と関連している85。
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図17: 教育格差は、所得格差と関連している89。
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　PISA（国際学力評価プログラム）は、最低限の学力達成にお
ける社会経済的不平等についてのデータを提供しています。
PISAが提供するパリティ指数は、社会的に恵まれない学生と恵
まれている学生の間で、数学と読解における基本的な能力を達
成した割合を比較しています。図17では、教育の不平等が不平
等の大きい国ほど顕著であり、特に数学の能力に関する不平等
が目立つことが示されています。

　教育制度は経済的不平等を緩和するどころか、それを悪化さ
せています。こうした教育格差は将来の収入格差にもつながり
ます。私立学校の存在が当然視され、
教育が経済的成功への道と強調
されることで、親たちは子ども
の教育に多額の投資をする
よう圧力を受けています。
しかし、家庭の収入格差が
大きいことで、教育制度は
学校外で子どもたちが直面
する多様な経験を完全に
補うことはできず、不平等
を永続させています88。
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10代の出産率

　10代の出産は、必ずしもそうとは限りませんが、多くの場合、
意味のある選択肢や自ら選ぶ力が不足していることによって引き
起こされます90。10代の妊娠や出産に伴う合併症は、15～19歳の
少女にとって世界的な死因のトップとなっています。彼女たち
は、雇用の見通しが限られていることや、個人や経済的に成長す
るための代替的な機会が欠如しているために、母親になることを
成人への道と認識することがよくあります。しかし、10代の出産
を社会的な害として捉えることは、個人に責任を帰す物語を強化
する一方で、これを経済的不平等に根ざしたより大きな社会的・
制度的問題の症状として捉える視点を欠いています。

　10代の出産を独立した問題として取り上げると、不平等や若
者の保護に関するより広範な問題への取り組みが狭まる結果と
なり、若い妊婦に対するスティグマや支援の不足を助長してし
まいます。このスティグマは、若い母親がコミュニティや同世
代の仲間から社会的な孤立を経験し、教育や医療現場で差別に
直面し、社会福祉サービスから十分な支援を受けられない形で
現れます。実際、年齢にかかわらず、若い女性（一般的に若い
男性よりもすべての若者発展指標でより疎外されている）は、
結婚や出産後に「若者の地位」を失うと見なされることがよく
あります91 。 

　世界銀行のデータを使用した図18では、家庭所得による10代
の出産率に大きな格差があることが示されています。不平等の大
きい国ほど10代の出産率が高い傾向があります。ニュージーラン
ドでは15～19歳の女性1000人あたり13件、アメリカでは16件の
出産があり、これはスイス、ノルウェー、デンマークの1000人
あたり2件の8倍に相当します。西ヨーロッパでは、イギリスが
10代の出産率で最も高い結果を示しています。

　子どもと若者の保護におけるより包括的なアプローチでは、10
代の妊娠を若い女性が直面する基礎的な社会問題の一つとして捉
える必要があります。既存の幼児期および若者向けプログラムで
は解決されていないこれらの問題には、教育格差、精神的健康の
問題、そして所得格差によって悪化する家族の不安定性が含まれ
ます。10代の妊娠をこうしたより広範な枠組みに統合すること
で、政策はより包括的で支援的なものとなり、懲罰的またはス
ティグマを助長するものではなくなるでしょう。

幼児への支出の公平性

　不平等の格差が広がる中、政府の早期育成期（幼児期）への支
出が減少する傾向にあることが明らかになっています。その結
果、子どもたちの一生を通じた機会が減少し、状況が悪化しま
す。これには、高等教育での成績不振や身体的・精神的健康の悪
化が含まれ、それにより後年において政府支出が増加する必要性
が生じます。裕福な家庭の子どもたちは、高品質の保育、教育資
源、課外活動など、認知的・社会的発達に不可欠な分野への多額
の投資を享受することができます。一方で、経済的に恵まれない
家庭の子どもたちはその恩恵を受けることができません。

　UNICEFが提供するEarly Childhood Parity Score (ECPS)は、
幼児（6歳未満）に対する支出が、その年齢層の子どもたちの割
合および18歳未満の全子どもへの支出全体に占める割合に対し
てどれだけ一致しているかを測定する指標です。たとえば、6歳
未満の子どもが子ども全体の1/3を占め、その子どもたちが18歳
未満の子どもに対する支出の1/3を受けている場合、このスコア
は100%となります。図19では、ECPSと所得格差の関係が示さ
れており、所得格差が低い国ほど、幼児への資源投資が高いこと
が分かります。イギリスでは、特定の政策決定が大きな家族に不
釣り合いに影響を及ぼし、状況がさらに悪化しています。

　「2人目の子どもまでの制限」が導入されたことで、2人以上
の子どもを持つ家庭への財政支援が大幅に減少し、子どもの発達
に十分な投資を行う能力が制限されています94 。また、従来の給
付からユニバーサルクレジット（Universal Credit）への移行、
給付制度の寛容性の制限、所得制限の現金ベースでの凍結が、
現在の2歳児向け給付の適格性を減少させています。
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図18:  10代の出産率は、所得格差と有意かつ強く
関連している92。 
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図19: 若者への支出の均等性の低下は、所得格差と有
意に関連している96。 
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2022年までに、不利な状況にある2歳児向け給付の対象となった
子どもはわずか25%であり、2015年に初めて導入されたときの
約40%から減少しました95 。これらの政策は現在の世代に影響を
与えるだけでなく、将来の世代にも波及効果をもたらし、貧困の
連鎖や社会的流動性の制限を永続させています。

社会的流動性 

　今日の若者は、極めて裕福な家庭に生まれない限り、過去の世
代と同じ機会を持つことはできません。社会的流動性、つまり若
者が生涯を通じてより良い経済的地位に到達する可能性は、収入
と富の不平等、特に資産の収益や相続によって妨げられていま
す。努力によって経済的成功を収めるというメリトクラシー（実
力主義）の役割は神話に過ぎません。むしろ、不平等が拡大する
ことで上昇移動が阻まれ、収入分配が固定化されます。親の社会
経済的地位が成人後の社会的・経済的成果と密接に関連するよう
になるのです97。この「不利の伝達」は貧困によってさらに悪化
し、最貧層や疎外された人々を社会の最下層に押し下げ、その状
態にとどめています。ジェンダー不平等も社会的流動性の状況を
さらに複雑化させており、若い女性は男性と比べて育った貧困か
ら抜け出す可能性が低い傾向があります98 。

　2020年に世界経済フォーラム（World Economic Forum）に
よって開発されたグローバル社会的流動性指数（Global Social 
Mobility Index）は、健康、教育、技術、労働、制度の5つの要因
を基準に社会的流動性を測定しています。図20では、所得格差
が社会的流動性を低下させることが示されています。不平等の大
きい国ほど、経済的な利点や不利が世代を超えて引き継がれる割
合が大きくなります。ギリシャ、イタリア、スペインでは社会

的流動性がますます停滞している一方で、デンマーク、ノル
ウェー、フィンランドでは生涯または世代間で経済的階段を上
下する可能性が高くなっています。イギリスでは、社会的流動性
は過去50年間で最悪の状態にあります99。

　社会的流動性は、競争的に上位を目指すレースではなく、階級
階層を完全に解体することを目指すべきです。進歩の機会が限ら
れた停滞した社会は、社会的結束を弱体化させ、疎外感や不満を
生じさせます。社会的進歩を究極の目標とする考え方を拒否する
ことで、階級の区別を最小限に抑えた、より公平な社会の創造に
焦点を移すことができます。

図20: 社会的流動性は、所得格差と有意かつ強く関連し
ている100。

24

米国

フィンランド

イスラエル

英国

ギリシャ

ニュージーランド

カナダ
フランス

ベルギー

ノルウェー

ポルトガル
スペイン

オーストラリア

イタリア

アイルランド

スウェーデン スイス

日本

50

20
小さい 所得格差

世
界

経
済

フ
ォ

ー
ラ

ム
社

会
流

動
性

指
数

大きい

オーストリア
ドイツ

40

30

デンマーク



４章︓不平等は人びとの健康
と福祉を左右する要因である
　1960年代以降、経済成長の60%が最上位の1%に集中して
います101。新型コロナウイルス感染症（COVID-19）のパン
デミックとその後の生活費危機の中で、エネルギー、テクノロ
ジー、食品、製薬などの分野の独占企業が記録的な利益を上げ
ました。一方で、賃金は停滞し、労働者たちはコスト上昇や時
代遅れの労働条件の悪化に苦しんでいます。少なくとも17億
人の労働者が、インフレが賃金を上回る国で生活している一方
で、億万長者の財産は1日あたり27億ドル増加しています102。
イギリスでは、労働者たちは200年以上で最長の賃金抑制に耐
えています103。富裕層は私たちの苦しみから利益を得ていま
す。彼らは莫大なボーナスや配当を受け取りながら、賃金を低
く抑え、教育、医療、都市、社会福祉制度を支える税金に反対
するロビー活動を行い、さらなる社会的階層化を引き起こして
います。

　人類の物質的・技術的達成が頂点に達したにもかかわらず、
私たちは孤立し、不安に苛まれ、人生に満足できず、未来に絶
望し、消費に駆り立てられるという、悲劇的で回避可能な矛盾
が生じています。最も必要とする人々が、必要な医療を受けら
れない状況が続いています104。 このような悪化する状況に対応
するためには、2つの政策アプローチがあります。1つは、汚染
された水道水の代わりにペットボトルの水を購入するような個
別的な介入、もう1つは、水道水を浄化するような体系的な介
入です。しかし、私たちは前者に追い込まれています。体系的
な介入の欠如は、「ウェルネス経済」の急速な台頭によって埋
められています。この市場は2022年には5.6兆ドル以上の価値
を持ち、今後も成長が見込まれています105。

　マインドフルネスアプリ、ウェルネス不動産や観光、パーソナ
ルケアや美容、個別化医療など、健康を最適化するための製品や
サービスが、この新しいセクターを特徴づけています。しかし、
この商業的成功は、個人が自らの健康に完全に責任を負うべきだ
という考えに依存しており、人々に常に自己改善を図り、健康の
外観を保つよう圧力を与える文化を生み出しています。それでも
人々は内部的には苦しみ続けています。精神的健康市場には、瞑
想アプリ、脳機能を高めるニュートラシューティカル（機能性食

品）、自己改善プログラムなどが含まれ、これらは一時的な救済
を提供するかもしれませんが、収入や富の不平等が引き起こすス
トレスや不安を根本的に解消することはありません。

　偏った公的政策や欠陥のある経済システムは、一部の富裕層の
利益のために一般の人々の健康を犠牲にしています。健康の不平
等は、人々が生まれ、成長し、生活し、働き、老いる社会的条件
から生じます。これらの社会的条件は、権力、富、資源の不平
等、つまり健康の社会的決定要因から生じています。このセク
ションでは、所得格差が乳児死亡率、平均寿命、COVID-19によ
る超過死亡率、生活満足度、薬物使用、糖尿病、喘息、肥満、
精神疾患の有病率をどのように悪化させているかを説明します。
他の設定における平均寿命と所得格差に関する追加のグラフは、
技術付録に含まれています。

乳児死亡率 

　乳児死亡率（同年中に出生1,000人あたり1歳未満の子どもが
死亡する割合）は、公衆衛生専門家によって「炭鉱のカナリア」
のように考えられています。これは、健康の社会的決定要因の
変化に迅速に反応するためです。不平等は社会的結束を損な
い、結果として裕福な層を含むすべての人々に悪影響を及ぼし
ます。この結束の喪失は、社会的排除の増加や教育や医療など
の公共サービスの低下を引き起こし、それがストレスや医療ア
クセスの減少を通じて乳児死亡リスクを高める可能性がありま
す。図21では、国連世界人口部門の5年間の平均乳児死亡率推
定値を使用して、より平等な国がより低い乳児死亡率であるこ
とが示されています。フィンランドが最も低く（1.71）、次い
で日本（1.76）です。イギリスはこれらの国の2倍（3.76）、
アメリカは3倍以上（5.82）となっています。もしイギリスが
フィンランドと同じ乳児死亡率であれば、年間約1,260人の乳
児が救われることになります。

　社会経済的不平等や人口統計上の不平等は、依然として死亡率

図21︓乳児死亡率は、所得格差と有意かつ強く関連
している109。
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残念ながら、イギリスの緊縮政策は、社会支出や医療サービス
の削減を特徴としており、平均寿命が短く健康格差が大きい地
域で特に大きな影響を及ぼしました。これらの格差の拡大は、
裕福な人々よりも貧しい人々がますます若くして死亡するとい
う重大な公衆の失敗を示しています。マイケル・マーモット卿
は次のように述べています。「イギリスは貧しく病んだ国であ
り、ますます悪化しています。少数の裕福で健康な人々がいる
一方で、2010年以降の中央政府政策の暗い失敗の結果です。」

COVID-19パンデミックによる超過死亡

　COVID-19は、もともと非常に不平等な世界を席巻しまし
た。オックスファムの報告によると、パンデミック中に573人が
億万長者となり、そのペースは30時間に1人の割合でした。彼ら
の富は2020年から2022年の間に、過去23年間の合計を超える
増加を見せました115。この富の急増は、必需品の価格が急騰
し、食品、テクノロジー、エネルギー、製薬企業が莫大な利益
を得た中で発生しました。特に、モデルナやファイザーといっ
た製薬大手は、COVID-19ワクチンで巨額の利益を上げました。
　　これらのワクチンは、相当な公的投資によって開発された

　　にもかかわらず、ジェネリック製品の生産コストの最
　大24倍の価格で販売されました。COVID-19はほ

ぼ　　　　　　すべての人々に影響を与えましたが、その影響
は平等ではありませんでした。パンデミックは
何百万人もの人々を貧困に追いやり、すでに不
利な立場にあった人々の生活状況をさらに悪化
させました。最貧層のコミュニティは壊滅的な

極度の貧困の増加に直面し、これは過去20年以上
で最大の増加となりました。

に大きな影響を与えています。過去40年間で医療の進歩により
乳児死亡率は全体的に低下しましたが、イングランドでは2014
年以降、進展が停滞しています。2014年から2017年にかけてイ
ングランドで乳児死亡率が上昇したのは、特に貧困地域で顕著で
あり、2010年に開始された緊縮政策による児童貧困の増加と強
く関連しています。

　UCL Great Ormond Street Institute of Child Healthが、2006
年から2016年のONSデータを使用して行った研究では、イン
グランドで最も貧しい地域の乳児死亡率は最も裕福な地域のほ
ぼ2倍であり、それぞれ1,000人中5.51件と2.89件でした106。 
2024年現在、これらの数値は2014年の最低値に戻っていませ
ん107。さらに、イギリスでは、2021年時点で定型労働者や手
作業労働者の親から生まれた乳児の死亡率が高く、黒人アフリ
カ系やパキスタン系の乳児の死亡率は白人の乳児の2倍以上で
した108。

平均寿命

　過去10年間、富裕国の多くで平均寿命の増加が停滞していま
す110。これは、過去50年間にわたって見られた
安定した増加傾向とは対照的です。この停滞は、
最も貧しいコミュニティや地域に不均等に影響
を及ぼしています。イングランドでは、
2011年から2019年の間に、最も貧しい90%
の地域で約100万人が、最も裕福な10%の
地域に比べて早死にしました111。

また最も貧しい地域と最も裕福な地域との間で
平均寿命の格差が拡大しており、最も裕福な地域の
男性は最も貧しい地域の男性より平均9.3年長く生きること
ができます。女性の場合、この差は7.4年です112 。
　出生時の平均寿命は、特定の年齢ごとの死亡率に基づいて人々
が平均してどれだけ生きるかを示します。平均寿命は、『The 
Spirit Level』で取り上げた指標の中で、今回の更新において所
得格差と統計的に有意な関連が見られなかった唯一の指標です
（詳細なデータと議論は技術付録を参照）。しかし、21の先進国
を30年間にわたり分析したTorreとMyrskylaの研究では、所得
格差が高いほど死亡率が高く、平均寿命が低いことが示されまし
た。この傾向は、1～14歳および15～49歳の男女の死亡率、65
～89歳の女性の死亡率で確認されていますが、65歳以上の男性
には当てはまりません。

図22︓死亡率は、すべての年齢層の女性と若年男性では所得
格差と有意に関連しているが、65歳以上の男性では関連がみ
られない114。
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　COVID-19による死亡率は、特に公共機関への信頼が低く、
市民参加が少なく、所得格差が高い国で深刻でした。これ
は、パンデミックにおける国民の被害を決定づけたのが、既存
の社会経済的不平等であることを示しています116。Ioannides
らの研究では、2020年1月から2023年7月までの期間におけ
る超過死亡を、GDPの低さ、不平等の高さ、貧困率の高さと
いった国レベルの脆弱性と関連付けて評価しました。その推定
値を用いて図23では、所得格差の高い国がCOVID-19に関連
する超過死亡率が著しく高いことを示しています。オーストラ
リアやニュージーランドでは、予想より少ない超過死亡が記録
されました。これには厳格なロックダウン措置が影響している
と考えられます。また、ノルウェーやデンマークで予想を下回
る超過死亡率を説明する一因ともなっていますが、スウェーデ
ンではそうではありませんでした。イギリスでは予想超過死亡
率が5%、イタリアは6%、アメリカは12%でした。もしアメ
リカがスウェーデンと同じ成果を上げていれば、160万人もの
死亡を防ぐことができたはずです。

図23︓COVID-19による超過死亡は、所得格差と有意かつ
強く関連している117。 
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　超富裕層はパンデミックの最悪の影響を免れたり、絶望に乗じ
て利益を得たりしましたが、一般の人々はパンデミックによる経
済的困難に引き続き耐えています。政府は、億万長者の階級を支
援するのか、それとも一般市民を保護し利益をもたらす行動を取
るのかを決定する必要があります。

生活満足度

　多くの人々が、感情的な苦痛、疲労、孤立に苦しむ状況が急
増しています。現代の進歩による快適さが提供されているにも
かかわらず、経済的不安やコミュニティとの関わりの欠如から
広範な不満が生じています。これは、お金が必ずしも幸福を買
うわけではないためです。生活満足度においては、収入よりも
社会環境の方が2倍重要であり、ある一定の収入レベルを超え
ると、富の増加は幸福を向上させなくなります。生活の満足感
は、絶対的な収入よりも、他者との比較に左右されます。超富
裕層のライフスタイルの可視化は、富裕層ではない人々の間に
不満を生み出します118,119。この所得格差の認識は、社会的な人
間関係や全体的な幸福に大きく影響を与え、特に女性や若者に
顕著です120。

　世界幸福度報告書（World Happiness Report）で報告された
主観的な生活満足度データを使用して、図24では、所得格差
が少ない国ほど生活満足度が高いことが示されています。フィ
ンランドは最も幸福な国として評価されており、ポルトガルと
日本は最も満足度が低い国としてランク付けされています。社
会的には、富を重視する価値観と、物質的な利益からコミュニ
ティや家族との絆の強化に焦点を移すべきだという意識の間に
相反する態度が存在しますが、それでも富の追求は止まりませ
ん121。

　幸福は、多くの人々にとって人生の基本的な目標です。しか
し、物質的な富や経済成長への関心を削ぎ、すべての人々が良
好で充実した生活を送れるようにする方向への転換は非常に遅
れています。所得格差が拡大する中で人々がますます不幸を感
じるようになっているため、粗野な経済指標よりも幸福を支え
る平等主義的な政策を優先する必要があります。例えば、億万
長者への富裕税は、多くの人々の幸福を向上させる強力な政策
手段です。また、調査によれば、課税の増加は、イギリスの超
富裕層の大多数が国外へ移住する原因にはなりにくいとされて
います。彼らは、税金逃れに対するスティグマ、キャリアリス
ク、行政手続きの負担、家族生活の混乱によって移住を躊躇し
ているのです122。

図24︓生活満足度は、所得格差と有意に関連している123。 

薬物使用

　社会階層の最下層にいることは、多くの人々にとって苦痛
です。頻繁に薬物を使用する人々には、トラウマの歴史、悪
化した精神的健康、社会的排除、そして貧困が共通していま
す。最近のイギリスでは、生活費危機が大きなストレスを引
き起こし、薬物使用率の増加を助長しています。YouGovの
調査では、回答者の32%が自身または愛する人が薬物使用に
再び陥ったと報告しており、そのうち61%が生活費危機を最
も大きなきっかけとして挙げています124。さらに、薬物使用
者は刑事司法制度を経ても支援されず、その数が減少するこ
ともありません。薬物使用の犯罪化と警察活動は、人種的に
区別されるグループや貧困層に不均衡な影響を与えていま
す。イングランドとウェールズでは、黒人が薬物の所持や使
用で職務質問・捜査される可能性は白人の9倍であり、薬物使
用率が白人より低いにもかかわらず、不釣り合いに有罪判決
を受けています125。

　国連薬物犯罪事務所（UNODC）が発行する世界薬物報告書で
は、非医療目的の薬物使用（カンナビス、コカイン、エクスタ
シー、アンフェタミン類、オピオイドなど）に関する有病率デー
タ（使用率）を提供しています。15～64歳の人口の各薬物カテ
ゴリーの使用率を合計して標準化した結果、図25は所得格差と
薬物使用の関連を示しています126。カナダとオーストラリアでは
人口の約4分の1が薬物を使用しており、アメリカでは3分の1以
上に達しています。一方、日本では1%未満、ギリシャでは
4%、スウェーデンとノルウェーでは約7%です。

　現在の薬物政策は、個人の苦しみ、警察の腐敗、組織犯罪、法
への軽蔑、さらには適切に規制されていないために薬物の危険性
が増大するという問題を引き起こしています。
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薬物使用は、使用率を減少させることなく社会問題を悪化させる
刑事法上の問題ではなく、主に社会的健康問題として捉えるべき
です127，128。薬物使用に関する政策では、相対的貧困、剥奪、そ
して収入のような拡大する不平等に中心的な役割を与えるべきで
す。効果のない取り締まり主導の懲罰的手段ではなく、社会的要
因に焦点を当てた政策への転換が必要です。

糖尿病の有病率

　糖尿病は、心臓病や脳卒中の主要なリスク要因であり、世界
的な死因および障害の主要原因の一つです。世界では約5億人が
糖尿病を患っており、これは成人の約10人に1人に相当しま
す。2025年までに糖尿病の増加を食い止めるという過去の世界
目標を達成する確率は、女性で1%未満、男性ではさらに低いで
す131 。 

　糖尿病の総有病率、特に高齢者の間での有病率は、主に2型糖
尿病を反映しています。2021年には、糖尿病症例の96%が2型糖
尿病によるものでした。2型糖尿病は主に予防可能ですが、健康
の社会的決定要因における格差が、糖尿病の有病率と関連する死
亡率の不均等な負担を生じさせています132。個人レベルの要因を
考慮した後でも、収入は糖尿病の不平等における最も重要な要因
です133。収入の格差は、質の低い食事、運動を阻む劣悪な生活環
境、時間的制約、検診や治療へのアクセス不足を通じて、糖尿病
が診断されずに放置される潜伏期間を延ばす原因となります。

　国際糖尿病連合（IDF）の2021年のデータを用いて作成され
た図26では、所得格差と20～79歳の成人における1型および2
型糖尿病の年齢調整有病率との急峻な関連が示されています。
スペインでは10%以上の人が糖尿病を患っているのに対し、
ノルウェー、ベルギー、アイルランドでは4%未満です。糖尿病
は医療システムに大きな負担をもたらしており、世界の医療費は
9660億ドルと推定され、2045年には1兆540億ドルを超えると予
測されています。予防可能な病気のコストと、健康な未来の展望
は、経済的不平等に対処する政策設計が進まないことによって妨
げられています。

喘息

　糖尿病と同様に、喘息の世界的な負担も増加しています135 。
イギリスだけでも、喘息は5世帯に1世帯に影響を及ぼしていま
す。貧困度の高いコミュニティでは、喘息の発生率が高い傾向が
あり、収入や住む場所が健康結果に影響を与える可能性がありま
す。低い社会経済的背景に属する人々は、劣悪な住宅におけるカ
ビへの曝露や、喫煙、大気汚染など、重大な喘息の誘因や原因に
さらされやすいです。多くの人々が、カビが子どもの喘息を悪化
させる住宅に住んでおり、喘息治療のために仕事を休むと職を失
う恐れがあるため治療を受けられず、あるいは環境が喘息を悪化
させるため職場を変えざるを得ない状況に置かれています。より
良い住宅に移る能力は、住宅の金融化によってさらに困難とな
り、多くの家族が呼吸器の健康に特に悪影響を与える環境に留ま
ることを余儀なくされています。

　絶対的な貧困や剥奪に関連する要因は研究の注目を集めていま
すが、各国内の社会経済的不平等が喘息やアレルギーの原因経路
にどのように影響を与えるかは依然として不明確です。 
International Study for Asthma and Allergy in Childhood (ISAAC) 
Phase 3調査で代表された国々の子どもの喘息やアレルギーに関
するデータを用いて、図27では、より不平等な国ほど喘息の有病
率が高いことを示しています。このグラフは6～7歳の子どもに関
するものですが、13～14歳でも同じ関係が見られました。

喘息とアレルギーの国別有病率の違いは、物質的要因に関連する
心理社会的影響によって部分的に説明される可能性があります。
経済的不安定性に関連するストレスは、喘息やアレルギー症状を
悪化させる可能性があり、社会経済的に貧困な環境での心理社会
的ストレスが体内の炎症を増加させ、これらの状態を悪化させる
ことがあります136 。 

図26︓糖尿病の有病率は、所得格差と有意かつ強く
関連している134。 
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成人および小児肥満
　世界の肥満率は過去50年間で3倍に増加しました138 。体重
が健康を直接示す指標ではありませんが、肥満は糖尿病や心
臓病をはじめとするさまざまな慢性疾患の主要なリスク要因
となり、寿命の短縮にもつながる可能性があります。それに
もかかわらず、肥満は医療や文化的な文脈で依然として強い
スティグマを受けています。学校、職場、オンライン、公共
の場で「肥満恐怖症（ファットフォビア）」が根強く存在
し、「食べる量を減らし、もっと動く」という安易なアドバ
イスが、体重管理や肥満者が抱える疾患への唯一の推奨とさ
れています。

　肥満率の上昇は、肥満を引き起こす環境の中で社会的なパ　
　　　　ターンとして理解される必要があります。健康的な

選択を維持する余地をほとんど残さない余暇時
間の不平等、栄養価の高い選択肢よりも安価
で普及している超加工食品へのアクセス、職
場での労力を省く技術が日常的な運動を制
限すること、食料品店で健康食品に課され
る高額な価格、歩きやすい街の欠如、そし
て学校で包括的な栄養教育プログラムに投

資し　　　　　　　しない政府の失敗は、これらの肥満率の上
昇に寄与しています。また、無秩序な食行動

や体重増加は、地位の不安、精神疾患、経済的不
　　　　安、高い不信感や暴力が蔓延する地域社会に住むこと
による慢性的なストレスに対処する方法ともなり得ます。   
　しかし、これらの要因だけでは体重増加や肥満における社会
階級の違いを完全には説明できません。図28では、所得格差
が低い国ほど成人および小児肥満率が低い傾向が示されていま
す。『The Spirit Level』からの最も顕著な更新点は、肥満率
がどの国でも増加していることです。　

　15年前、肥満率が10%未満の国は3か国でしたが、現在で
は日本のみとなっています。かつて肥満率が20%以上だった
のはアメリカ、イギリス、ギリシャだけでしたが、現在では
その数が18か国以上に急増しています。さらに肥満はより若
い年齢層で始まるようになっており、イギリスでは2～15歳
の子どものほぼ3分の1が過体重または肥満と分類されていま
す。肥満の流行に対処するには、肥満に関する従来の認識を
再構築する必要があります139。特に、収入および富の不平等と
いう真の根本原因に取り組むための努力が求められています。 

精神疾患

不平等は公共の精神衛生における危機です。精神疾患は世界
的な障害の主要原因の1つであり、生涯に2人に1人が
何らかの精神疾患を経験し、働き盛りの成人の5人に
1人が、いつでも精神的な問題を抱えています143，144 。
さらに、精神的健康には明確な社会経済的勾配が
存在し、社会経済的地位が低い人々ほど、精神
的な問題を発症しやすく、経験する可能性が高
いことが示されています145。『The Spirit Level』
で報告された世界精神衛生調査（World Mental 
Health Survey）のデータは更新されていませんが、
ここでは新たに3つの調査とカナダの最新データを
元のグラフに追加しました。図29は、富裕国における
所得格差と、調査の直前12か月間に精神疾患を経験した成人
の割合との関連性を示しています146 。この関連性は非常に顕著
です。不平等が高い国ほど、精神疾患を抱える割合が著しく高
くなっています。アメリカでは、過去1年間に成人の4人に1人
以上が精神疾患を経験しており、ポルトガルやイギリスでは5
人に1人が同様の経験をしています。これに対して、日本、イ
タリア、スペインでは、精神疾患を経験した成人は10人に1人
未満です。

　精神的健康のパラダイムや実践は、症状に過度に焦点を当
て、専門的な治療に依存しすぎているという批判を受けてい
ます。精神的健康を個人化し、病理学的に捉えることは、そも
そも私たちが精神的問題に陥りやすくなる政治的・経済的スト

　　　　レス要因を無視しています147。「精神疾患は化学
的不　　　均衡の結果に過ぎない」という考えを広めたことこ

で、この問題をその社会的文脈から切り離して　
しまいました。この見方は、「自分たちは孤立　
している」という感覚を強化し、治療を求める　
手段をセラピストや薬物療法に限られたものと　
し、それらは財政的・その他の負担を伴います。

　　　　精神疾患には神経学的要素があることは確かです　
　　が、これだけではこれらの神経学的変化が発生する社会

経済的背景を説明できません。精神的健康を不平等の問題とし
て政治化することが急務です。精神疾患と診断された人々の回
復、コミュニティへの統合、適応的機能を支援するためのサー
ビスやより良い実践が、十分に資金提供されるべきです148。

図28︓成人の肥満および小児の過体重は、所得格差
と関連している140,141,142。 

図29︓精神疾患は、所得格差と関連している149。
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公正な移行のための提言
累進的な富の課税に取り組む︓

• 永続的な富裕税の導入︓永続的かつ累進的な富裕税を導入し、公的サービスの費用を賄うための税基盤を拡大するとともに、富の
再分配を促進し、不平等を軽減することで経済を安定させる必要があります。現在、イギリスでは最富裕層0.01%の実効税率が、
最下位10%の労働者が支払う税率の半分以下となっています。年間の富裕税は、資産が1,000万ポンドを超える富裕層に約2%、
資産が10億ポンドを超える億万長者には5%から課税を開始すべきです。政府がこの提案に抵抗する可能性はありますが、イギリ
スの一般市民の72%が富裕層への課税を支持しているという強い支持があります。150

• キャピタルゲイン税の平等化︓キャピタルゲイン（資本利得）税率を、通常の所得に適用される累進税率と一致させるべきです。
現在のキャピタルゲインの優遇措置を廃止することで、労働所得からの収入と比較して富裕層の実効税率が低いという状況を是正
できます。これには、現在の税法、税率、およびキャピタルゲインに適用される税区分の見直しが必要です。

• 相続税の課税基盤の拡大︓将来的に相続による富の移転は増加すると予想されます。現在、富の多くは事業からではなく、移転に
よって蓄積されています。相続、贈与、土地および不動産に対する急進的な累進課税を導入することで、富の集中を削減できま
す。現在、イギリスの税基盤に占める相続税の割合は0.7%にすぎません。この割合を1%に引き上げれば、公共サービスのために
31億ポンドを追加で調達することが可能です。

• HMRC（イギリス歳入関税庁）への追加資金の配分︓未収税額と実際の税収の間には大きなギャップがあり、これは政府が重要な
サービスを提供する能力を損なっています。より良いリソースを提供することで、HMRCは税の遵守率を向上させ、税収ギャップ
を削減し、より公正な税制度を実現できます。推計では、HMRCのリソースに1ポンドを投資するごとに18ポンドの収益が得られ
るとされています。

• 世界的なタックスヘイブンと抜け穴の封鎖︓オフショアの富は、最富裕層に集中しており、彼らの富の割合を大幅に増加させ、不
平等を悪化させています。税収の不足は、労働者や中小企業への税負担を増加させ、不平等をさらに助長します。国際的な合意を
通じてタックスヘイブンや抜け穴を閉鎖するために、国連税条約（UN Tax Convention）を設立する必要があります。これには、
移転価格設定や利益移転、ペーパーカンパニーの利用に対する規制の強化が含まれます。

汚染産業からの迅速な転換
• 汚染への投資に課税︓富裕層や機関投資家は、化石燃料企業やその他の排出量集約型セクターへの多額の投資を継続しており、汚

染資源の採掘と使用を助長しています。これらの投資に対して富裕税率を設定し、投資家が資本を持続可能な代替手段にシフトす
るよう促す、強力な財政的抑止力を生み出す必要があります。この税は、全市民に公平な貢献を促すために、純資産が5百万米ドル
以上の富裕層や機関に限定して課すべきです。

• 新規化石燃料ライセンス、補助金、許可の即時停止︓裕福な工業化国は、これまでの温室効果ガス排出の主要な責任を負ってお
り、気候変動への影響も大きいです。これらの国は、低炭素経済への移行を主導する財政的・技術的能力を有しています。した
がって、石炭、石油、天然ガスの探査、採掘、加工に関する新しいライセンス、補助金、許可の発行を即座に停止する必要があり
ます。これには、既存の化石燃料インフラの拡張計画を中止することも含まれます。
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５章︓提言
　私たちが直面している環境問題、社会問題、健康危機を解決
するためには、格差の大幅な削減が必要です。

　所得や富の格差が数十年にわたって拡大してきた状況を反転
させるために、意思決定者が迅速に行動し、すべての人がより
良い生活を送れるようにすることが不可欠です。格差の削減を
後回しにするのではなく、最優先事項として取り組む必要があ
ります。政府機関は、計画が適切に策定され、戦略的に実施さ
れ、十分な予算が確保された包括的な行動計画を作成する必要
があります。公平な未来を築くためには、人々と地球の福祉を
経済システムの中心に据え、政策を短期的な視点から長期的な
視点に再構築し、コミュニティの形成に影響を与えてきた歴史

を認識しながら、一律的な政策立案を脱却することが求められ
ます。また、社会の構造を変えるためには、それを設計する
人々を変える必要があります。格差の課題やその「交差点
（intersections of inequality）」、またそれを解体する方法を
より深く理解するためには、幅広い専門知識が必要です。それ
は実証データだけでなく、格差の影響を直接受けている人々の
生活や経験からも得られるものです。格差に直接影響を受けて
いる人々が変革の設計者として関与し、意思決定、予算編成、
そして説明責任の確保を含むすべての段階で政策の形成に参加
することが重要です。彼らの関与は、関連性が高く効果的な解
決策を開発するために不可欠です。



過剰で炭素集約的な消費と生産の削減︓
• 循環型経済ビジネスモデルの推進︓政府は製品の修理を促進し、2021年制定の「修理する権利（Right to Repair）」法を強化し

て、計画的陳腐化に対する厳しい罰則を設けるべきです。製品を修理して使い続けることで、新製品の需要を減らし、責任ある消
費の文化を促進できます。これにより、製造および輸送に関連する炭素排出量を削減できます。

• 高級品広告税の導入:まだ試されたことはありませんが、消費を抑制するために、個人所得から貯蓄を差し引いた基準で計算される
消費税を導入するメリットを検討すべきです。付加価値税や消費税とは異なり、この税は累進性を高めることが可能です。タバ
コ、アルコール、ギャンブル、処方薬の広告禁止が国際的に一般的であるように、高炭素排出型の高級品やサービスの広告を制限
するための課税も、消費削減に役立つでしょう。

• 高級炭素集約型商品およびサービスへの高い税率︓炭素排出量の多い高級品やサービスに対して、より高い税率を設定すべきで
す。これには、SUVやヨットなどの特定の製品に対する具体的な税率の設定が含まれます。社会的利益が限定的で、環境コストが
大きい宇宙観光やプライベートジェットなど、最も炭素集約的な活動については全面禁止も検討されるべきです。

幸福と包摂の推進︓
• 経済の中心に幸福を据える︓持続不可能な経済成長や単純なGDP指標の追求から脱却し、エコロジカルな限界内で全ての人々に高

い生活の質を提供することに重点を置くべきです。成功の指標は、健康、教育、不平等、環境の質、主観的幸福など、多次元的な
幸福を捉えるより幅広い指標群に置き換えられるべきです。

• 社会経済的義務（SED）の施行︓2010年平等法第1条で規定されている社会経済的義務（SED）は、社会経済的不利から生じる不
平等を減少させるためのツールです。その可能性にもかかわらず、この義務はイングランドでは施行されていませんが、スコッ
トランドとウェールズでは成功裏に実施されています。全ての公的機関は、意思決定プロセスの一環として社会経済的影響評価を
実施することを義務付けられるべきです。これらの評価では、提案された政策、プログラム、プロジェクトが社会経済的不平等に
どのような影響を与えるかを評価します。SEDの遵守と効果的な実施を確保するため、「イクオリティ・ハブ」やEHRC（平
等と人権委員会）のような専任機関がプロセスを監督すべきです。

• 包摂的で参加型のガバナンス︓コミュニティがアジェンダ設定、参加型予算編成、政策の実施および監視に関与する共同生産アプ
ローチを採用します。若者、労働組合、フェミニスト団体、先住民、人種的正義団体、障害を持つ人々、労働者階級、その他の疎
外されたグループを政策の策定に含めることで、不平等の拡大を防ぎます。

実践例︓ドイツ・ルール地方の移行
　ドイツのルール地方は、石炭および鉄鋼依存型の経済から、多様化した低炭素経済へ移行した公正な移行の代表例です。こ
のプロセスでは、企業、労働組合、政府の間で社会的パートナーシップが形成され、労働者の秩序ある段階的な移行を確保す
ると同時に、地域社会と環境の利益をバランスよく考慮しました。
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結束し参加型のコミュニティのための提言
普遍的な基本サービスの提供︓

• 公共サービスへの投資と国有化︓政府は、公共交通、水道、エネルギー、通信などの重要な公共サービスを管理し、国有化すべき
です。これにより、利益がインフラ改善やサービス拡大に再投資され、特にサービスが十分でない地域での改善が期待されます。

• 無料の基本公共サービスへのアクセスを保証︓公共サービスは支払い能力ではなく、必要性に基づいて利用できる権利が保証さ
れるべきです。教育、医療、水道、エネルギー、通信、住宅など、さまざまな基本的な公共サービスへの普遍的なアクセスが確
保されなければなりません。

• NHS（国民保健サービス）の民営化を停止し、逆転させる︓NHSを公的資金で運営され、利用者全員が無料で利用できる公共
サービスとして強化する必要があります。これには、2012年健康・社会ケア法（Health and Social Care Act 2012）など、サ
ービスを民間事業者にアウトソーシングする政策や法律を撤廃することが含まれます。また、NHSのさらなる
民営化を防ぎ、公的な説明責任を維持するための新たな法律を導入する必要があります。

政治機関への企業の影響力を終わらせる:
• ロビー活動の情報公開を義務化︓包括的かつ義務的なロビー活動情報公開システムを導入

し、すべてのロビイストが活動内容を登録し報告することを求めるべきです。これには、
代表する団体、取り組む課題、連絡を取る公的機関の職員についての情報を含める必要が
あります。政策立案者には、化石燃料や不動産業界のように公共政策に大きく影響を受け
るセクターの代表者との会議内容や、潜在的な利益相反を開示することを義務付けます。

• 寄付の公開基準を引き下げる︓政治献金の公開基準を7,500ポンドから11,180ポンド
に引き上げた2023年の法令を廃止し、7,500ポンド以上のすべての寄付を選挙管理委
員会に公開する以前の基準を復活させるべきです。

• 選挙キャンペーンの支出制限を引き下げる︓同じ法令により、国政選挙の支出上限が
1,950万ポンドから3,500万ポンドに80%引き上げられました。この支出制限を少なく
とも15%引き下げ、キャンペーン費用の増大や不当な影響の可能性に対処する必要があ
ります。

公共空間の推進と変革的な司法の実現:
• サードスペースへの投資と多様化︓サードスペース（公共図書館、コミュニティガーデン、プレイス

メイキングワークショップなど）の多様化を支援し、公共空間を保護・活性化することで、異なる社会
階層間の交流と市民参加を促進します。コミュニティ志向のスペースを提供する団体への税制優遇措置や、
公共のサードスペースに対する資金提供を含む政策を制定し、サードスペースの開発と持続可能性を支援すべきです。

• 再生的司法制度への移行︓コミュニティメンバー、ソーシャルワーカー、司法関係者が再生的司法や変革的司法プログラムを効果
的に実施・管理できるよう、トレーニングや能力構築への投資を行います。収監に代わる
選択肢を提供する転換プログラムを開発・拡大する必要があります。これには、
次のようなプログラムが含まれます︓薬物治療プログラム、メンタルヘルス
プログラム、地域奉仕命令。これらの取り組みは、従来の刑罰重視のシス
テムから離れ、社会的回復とコミュニティ再統合を目指すものです。



健康で安全なコミュニティのための提言
子どもと若者を守る:
• 私立学校およびグラマースクールの廃止︓選抜型教育は、社会の階層化を通じて不平等を固定化する二層型教育システムを生み出

します。これらの学校は選抜入学を段階的に廃止し、一定期間内に公立教育システムに統合されるべきです。現在私立学校やグラ
マースクールに配分されている資源を、公立教育システムの支援に振り向けることが可能です。

• 初期教育への支出を増加︓OECDの初期教育支出の平均水準を達成し、不利な地域に公平に資金が配分されるよう確保します。

• 生徒1人当たりの資金を回復︓中等教育、特に6学年（日本で言う高校3年生相当）の資金を2010年の水準と少なくとも同等に回復
します。

• 教育維持手当（EMA）の復活︓イングランドでのEMA（16歳から19歳の対象学生に支給される手当）を復活させ、資格のあるす
べての学生が利用できるようにします。EMAは教育格差を大幅に減少させ、不利な環境にある学生に特に効果があります。EMAの
廃止前、16歳の対象学生の就学率を65%から69%に、17歳の学生では54%から61%に増加させる効果がありました。

• 学校給食法の実施︓バランスの取れた栄養価の高い学校給食の提供を義務付け、小学校から中学校初期段階まで、栄養教育をカリ
キュラムに統合する学校給食法を導入します。このプログラムは、日本の「食育」プログラムをモデルとすることが可能です。

実践例︓日本の「食育」プログラム
　2005年に法制化された日本の食育プログラムは、教室での授業、体験型アクティビティ、学校給食、地元生産者を通じた
地域の関与を統合しています。これにより、子どもたちにバランスの取れた食事、食品の出所、食品廃棄物削減の重要性を
教えています。

　栄養教諭制度により、日本のほとんどの学校では栄養士が配置され、無料の学校給食が政府基準を遵守するよう厳密に
チェックされています。

健康的な生活水準の維持︓
• 社会保障制度の変革︓現行の福祉政策を見直し、貧困を悪化させる上限設定、条件付き支給、制裁的措置を廃止します。特に、脆弱
な人々や介護責任を負う人々への支援が重要です。ユニバーサルクレジットには、基本的な生活必需品（食品、家計費、障害者補助
具、交通費など）をカバーする必需品保証を設けるべきです。誰も支援から漏れることがないよう、一律の方法を廃止し、特定の対
象集団向けプログラムと普遍的政策の適切な組み合わせを採用する必要があります。

• 統合型社会保護制度の構築︓子どもの保育、高齢者ケアサービス、障害者給付、手頃な価格の住宅など、さまざまな要素を統合し、
権利に基づく全国的な社会保護制度として一元化します。

• 国家ケアシステムの再設計︓無給の家族介護者の権利を明確に認識し保護する法律を制定します。これには、レスパイトケア（介護
者の一時的な休息）、職場での配慮、財政的支援が含まれます。政府は、公的資金による全国的なケアシステムへの移行を進め、営
利目的の民間事業者への依存を減らすべきです。また、業界ごとの団体交渉や公正な賃金協定を実施し、有給のケア労働者の職場環
境や価値認識を改善する必要があります。
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住宅の金融化に対処する:
• プライベート・エクイティおよびヘッジファンドの参入を規制する︓住宅市場へのプライベート・エクイティおよびヘッジファン

ドの参入に対してより厳格な規制を導入し、住宅コストの高騰や手頃な価格の低下を招く投機的な行為を防ぐ。

• 不動産投資信託（REIT）の改革︓不動産投資信託（REIT）に対する税制を見直し、公的収入への公正な貢献を確保する。これに
は、REITが利益の90%を株主に分配しながら、ほとんど税金を支払わずに済む抜け穴を塞ぐことが含まれる。

• 市税（カウンシル・タックス）制度の改革︓現行の逆進的な市税制度を、住宅の真の価値を反映し、世帯の支払い能力に応じた累
進的な資産税に置き換える。

• 手頃な価格の住宅への公共投資︓増大する需要に対応し、住宅コストを削減するために、手頃な価格の住宅の建設および維持管理
への公共投資を拡大する。

• 住宅基準の強化と施行︓すべての住宅が適切に換気され、可燃性外装材、カビ、湿気、その他の室内空気汚染の原因がないよう、
住宅基準を更新し、その施行を徹底する。開発業者および家主による基準未遵守には罰則を課す。

人を中心としたガバナンスと労働に関する提言
地域経済および政治モデルの支援︓
• コミュニティ・ウェルス・ビルディング（CWB）への投資︓CWBタスクフォースを設立し、CWBの原則を支援する政策を策

定・実施します。これには、地域経済の多様な所有形態への投資促進、地域サプライチェーンに利益をもたらす進歩的な公共調
達、公正な雇用、公平な労働市場、社会的正義に基づく土地や不動産の利用が含まれます。

• 財政分権化プロセスの開始︓中央政府から地域政府への支出権限の移譲を、学習や適応を可能にし、必要な制度的能力を時間を
かけて構築するために段階的に進めます。政府は、財政格差に対処し、経済的能力の違いによって取り残される地域がないよ
う、平準化システムを維持する必要があります。

• 共同生産メカニズム︓コミュニティが必要なニーズを特定し、それに最適な方法でサービスを設計し、提供を監督できるように
するため、共同生産プロセスを通じた仕組みと閉ループのフィードバックシステムを構築します。

実践例︓スコットランド政府によるCWBへの取り組み
スコットランド政府は、長年の経済的課題と構造的不平等に取り組むため、世界初のコミュニティ・ウェルス・ビルディング法
の導入を約束しました。この法律は、CWB活動に法的基盤を提供し、スコットランド全土で深く根付かせ、加速させる役割を果
たします。CWBアクションプランの開発は、以下の5つのパイロット地域で計画されています︓クラッカマナンシャー、ファイ
フ、グラスゴー市域、スコットランド南部、西部諸島。
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代替的なビジネスモデルの支援︓
• 協同組合、相互会社、従業員所有企業の支援︓ 協同組合、相互会社、従業員所有企業を支援する法的枠組みを提供する法案を起草

し、可決すること。この支援には、税制上の優遇措置、簡素化された法人化手続き、労働者所有者に対する法的保護を含めるべき
です。政策は、特に引退する事業主の後継計画の一環として、既存の事業を労働者所有に移行することを促進する必要がありま
す。また、協同組合、相互会社、従業員所有企業との契約を優先する公共調達政策を策定し、これらの企業の成長と持続可能性を
支援することも含まれます。

• 労働組合への弾圧を停止︓労働組合の結成、ストライキ、団体交渉の権利を保護する法律を制定し、施行します。特に、ILO（国際
労働機関）の1949年団結権及び団体交渉権条約（第98号）に準拠することを確保します。

• 企業取締役会における労働者の代表権を強化︓従業員数が一定以上の上場企業および非公開企業の取締役会に労働者の代表を参加
させることを義務付ける法律を導入します。

実践例︓モンドラゴン・グループ
FTSE 100株式市場指数に上場する企業では、最高給与と最低給与の比率が200:1であるのに対し、スペインの協同組合グループ

であるモンドラゴン・グループでは、比率が9:1に制限されています。フォーチュン誌の2020年「Change the World」リストで、
モンドラゴン・グループは世界的な影響力を持つ革新的なビジネス戦略を実施した企業として第11位にランクされました。

質の高い労働慣行への投資
• 国家生活賃金（NLW）の引き上げ ︓国家生活賃金（NLW）を1人当たりGDPに見合う水準に引き上げる法律を制定します。低

賃金委員会（Low Pay Commission）などの独立機関による年次レビュー制度を設け、NLWをインフレーションに応じて調整
し、働く貧困層の減少を目指します。

• 株主第一主義の終焉︓株主利益の優先は、長期的な持続可能性を犠牲にして短期的な利益を追求する意思決定を助長します。
法律を改正し、役員の受託責任を拡大して、従業員、顧客、地域社会のリーダーなど、さまざまな利害関係者グループの代表
者を取締役会に含めることを求めます。

• 配当金支払いの制限︓すべての従業員およびサプライチェーン内の労働者に生活賃金を支払う義務を果たさない限り、配当金
を株主に支払うことを禁止する法律を制定します。

• CEOと労働者の高額給与比率の削減︓CEOの報酬を同一企業内の労働者の
中央値給与の一定倍数に制限する法律を導入します。また、CEO対
労働者の給与比率に基づき法人税率を調整します。比率が低い
企業は税率の引き下げの恩恵を受け、高い企業は税率が引き
上げられます。株主に対して、役員報酬に関する拘束力の
ある「報酬に関する投票権」を付与し、過剰なCEO報酬
パッケージを直接影響し拒否できるようにします。

• 同等の有給育児休暇の確立︓性別を問わず、
最低18週間の有給育児休暇をすべての労働者
に義務付ける法律を制定します。給与は過去
の賃金の100%とし、ILO（国際労働機関）
の推奨基準に準拠します。また、非譲渡
可能な育児休暇を導入し、両親が時間を
分担し、育児負担を平等に共有するこ
とを奨励します。この措置により、性
別間および家族と国家の間で、時間、
費用、無給ケア労働の負担を公平に
分配することを目指します。
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